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はじめに
　
他人の事務を処理するに際して、事務処理者が損害を被る場合があるとともに、本人や第三者に対して損害を与え
る場合もありうる。このような損害を事務処理者に全面的に負担させることは必ずしも妥当ではない。報償責任やリスク責任の観点からすると、事務処理に際して生じた損害は被害類型や加害類型を問わず本人に帰属させることが衡　　　
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平に適すると考えられるからである。このことは単に委任だけでなく、事務管理や雇用・労働契約についても同様に妥当する。　
これを比較法的にみると、たとえば、オーストリア法では
）（
（
、ＡＢＧＢ一〇一四条は委任者の無過失損害賠償責任を
規定するが、判例はこの規定を雇用・労働契約に類推適用し、使用者の無過失損害賠償責任を認める。 者加害の類型においても 被用者賠償責任法（ＤＨＧ）という労働者の責任軽減を定めた特別法が存在するにも関わらず、判例はこれとは別に同条の類推適用を肯定する。さ に、事務管理においても、通説は同条を類推適用すべきことを主張していた。これに対して、近時、ＯＧＨは無償委任に特有の無過失責任を定めるＡＢＧＢ一〇一五条などを基礎して「適切な賠償」を認めた。いずれも本人が無過失賠償責任を負う点では異ならない。　
また、スイス法で
は
）（
（
、委任に関しては挙証責任の転換を伴う過失責任が明文で規定されており（ＯＲ四〇二条二
項） 、委任者の無過失損害賠償責任を定め 規定は存在しない しかし 逆に、事務管理に関しては、本人の無過失損害賠償責任を定める規定がある（ＯＲ四二二条一項） 。判例はこの規定を無償委任や好意関係 類推適用して無過失損害賠償責任を肯 した。雇用・労働契約に関して 使用者の保護義務を厳格化することによって無過失責任と同様の結果が判例上実現されている。また、労働者の加害類型について 、ＯＲ三二一ｅ条二項 労働者の注意義務の軽減・賠償額の制限を定める。　
これに対して、ドイツ法はこのような賠償責任に関する特別な規定を有しない。しかし、判例は一定の損害を費用
と同視して費用償還請求権に関するＢＧＢ六七〇条を受任者の被った損害に適 し、さらに受任者加害の類型 つても同様の法理を いる。緊急事務管理の場合には、ＢＧＢ六八〇条が おける事務管理者の軽過失免責を定めるが、被害類型に関しては明文規定は存在しない そ で、判例はＢＧＢ六八三条・六七〇条 費用 属すると
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して本人の無過失賠償責任を認める。雇用・労働契約においては、連邦労働裁判所はいわゆる統一理論の立場から労働者の被った損害につきＢＧＢ六七〇条を適 して、使用者の無過失損害賠償責任を肯定した。ここでも、当初は危険労 であることが要求されたが、その後、この要件は放棄された。労働者加害の類型では、労働者の賠償責任を制限する危険労働法理 いう固有の法理が確立された。近時、判例はこ 危険労働の要件を放棄して、すべての労働に責任軽減法理の適用を拡大し、その基礎を過失相殺（ＢＧＢ二五四条）の類推適用に求めた
）（
（
。
　
これらの国の法状況を比較すると、まず第一に、事務処理に際して生じた損害を受益者たる本人に帰属させるとい
う点では結論的に一致する。このような結論は一部の問題領域につき本人の無過失責任や事務処理者の責任軽減を定める明文規定または費用償還請求の規定 類推適用によって基礎づけられる。単にドイツの 類型がこれの例外を構成するに過ぎない。第二に、 損害帰属の理論的根拠としては 利他性や報償責任など様々なものが唱えられているが、本稿の立場からは「他人のため する行為 リスク責任」の観点が注目される。これはカナーリスの提唱したものであるが
）（
（
、この考え方は一九八三年にオーストリアの最高裁判所
）（
（
によって、また、二〇〇二年に
スイスの連邦裁判所
）（
（
によって受け入れられた。さらに、二〇〇六年には、ドイツの連邦労働裁判所もこれを採用した
）（
（
。
　
我が国でもそれぞれの問題領域において結論的にはほぼ同様のことが指向されているが、その基礎付けに関しては
争いがある。そこで、本稿では、各領域ごとに判例・学説 状況を検討するとともに、六五〇条三項の類推適 可能性を探ることにしたい。
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第一章
　
委任契約
一
　
委任者の無過失賠償責任
　
民法六五〇条三項は「受任者は、委任事務を処理するため自己に過失なく損害を受けたときは、委任者に対し、そ
の賠償を請求することができる」と規定し、委任者の無過失賠償責任を明文で定める
）（
（
。この規定をめぐっては、その
根拠や適用範囲、賠償される損害の範囲などが解釈上争われてきた。　
⑴
　
民法六五〇条三項の根拠と適用範囲
　
委任者の無過失賠償責任の根拠について 、報償責任説
）（
（
や委任の本質説
）（1
（
、黙示的合意説
）（（
（
などの見解が見られる。こ
の中で、委任の本質説は無過失賠償責任の基礎を委任事務処理 「 利益の めに行われる」という点に求めるが、これは多く 場合同条の適用を無償委任に限定す 見解と結びつく。有償委任 場合 は、受任者の利益のためにも行われており、また、報酬 中には 委 事務処理上生ずる危険の対価も含ま るというのがその理由であ
）（1
（
。
　
しかし、委任が「 ために」行われるというのは、その法的効果が 者に帰属し、これに伴いその経済的
利益も委任者に帰することを意味する。こ 構造 有 の場合も何ら異 らない。また、報酬が危険 対価を含むかどうかは具体的・個別的に判断すべき事柄であって 一概にこれ 含むと断定することはできない。そ だとすると、同条の適用を無償委任に制限すべき理由はないといってよい。　
我が国ではドイツ法の影響を受けて の無償性が強調さ 傾向 あるが
）（1
（
、しかし、ドイツ民法は委任の規定を
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

一八一
有償の事務処理契約に準用しており（ＢＧＢ六七五条一項） 、判例・通説によれば、明文規定だけでなく委任者の無過失賠 責任などの判例法理も含まれる。オーストリアでも委任者の無過失損害賠償責任に関するＡＢＧＢ一〇一四条の規定を無償委任に制限する解釈はとられていない。　
このように六五〇条三項は有償委任・無償委任のいずれにも適用される。ただし、当事者間で受任者のリスク負担
が明示的・黙示的に特約されている場合には、任意規定である同条の適用はもちろん排除される。また、受任者が専門的な知識・経験を基礎として、素人から当該事務の委託を引き受けることを営業としているような場合にも、同条は適用されない。こ 場合 は、受 者 リスク引受が黙示的に合意されているということもできるし、そうでないとしても、事務処理による損害は職業危険として受任者が負担すべきだと解されるからである。したがって 同条が適用されるのは主として委任者が企業者であっ 、事務の委託 企業運営の一部であ 場合などに限られ ことになろう（後述の加害類型参照） 。　
⑵
　
賠償される損害
　
賠償の対象は「委任事務を処理するために」受けた損害である（六五〇条三項） 。
　
ア
　
学説はこれの判断基準をより明確化しようと試みている。たとえば、 「委任事務の処理と因果関係に立つ損害」
とする見解（因果関係
説
）（1
（
）や「事務処理を行うにつき」受けた損害とする見
解
）（1
（
、 「その事務の性質上これを処理した
直接の結果として被った損害」とする見解（直接の結果説
）（1
（
）などがそうである。とりわけ後二者の見解は「委任事務
を処理する際に」生じた損害は賠償の対象とならない 述べるが、これ 因果関係説においても同様であ と思われる。
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これに対して、近時、委任事務の危険性に着目する見解がみられる（委任事務危険性説） 。たとえば、 「当該委任事
務を処理するために、日常生活上予想される危険を超える危険が生じ、その危険の実現によって生じた損害
）（1
（
」あるい
は「当該事務の性質に由来して一般生活上の水準を超える危険傾向 もたらす損害
）（1
（
」とする見解などがそうである。
これによれば、一般的な生活危険や日常 予想される危険の実現による損害は賠償の対象から除外される。 「当該事務処理に類型的に付着する事変損害」と「非類型的な事変損害」を区別する四宮説も基本的にはここに分類することができよう
）（1
（
。
　
もっとも、このような委任事務の危険性への着眼はすでに一部の学説によってなされていた。上記の「直接の結果
説」では「事務の性質上」被った損害とされており、また、因果関係説 主張する吾孫子説によれば、このような因果関係が肯定される は、委任事務の処理に「特別の事情が伴い、当然若干の危険が存し」 、これがため 発生が委任引受の結果と認められる場合だとする。さら 言えば 起草者も「委任事務を処理す に直接の結果」か否かを基準とし、 「委任事項それ自身に危険があった、それをやったがためにその危険が生じたというような損害」と解していた
）11
（
。
　
イ
　
賠償される損害の具体例として、様々なものが学説によってあげられている
）11
） （1（
（
。
　
⒜
　
賠償の肯定例としては、たとえば、①乱暴 相手との喧嘩仲裁の際に殴打されて負傷した場合、②伝染病患者
の看病を頼まれ 、これに感染した場合、③コレラが猛威をふるっている地域での委託された事務処理に際してコレラに感染した場合、④馬賊の出没が頻繁な地域での委託された に際して馬賊 難によって損害を被った場合、⑤山小屋での急病人のために薬を取りに下山する際に濃霧のため岩に躓いて負傷 た場合、⑥土地の現地検分や現況調査を依頼された者が現場の土砂崩 で負傷 など あげら る。
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①と②は委任事務処理の対象とされる者に、③ないし⑥では委任事務処理の地域や具体的な場所に、それぞれ危険
性が存在し、これによって損害の実現に至った場合である。これらの場合には、いずれの見解においても賠償を肯定することに異論はない。　
⒝
　
逆に、賠償の否定例として明らかなものは、①事務処理のために必要な旅行中に途中下車し名勝見物の際に自
動車の衝突により負傷 た場合や、②委任事務処理の際に受任者を怨む人によって殴打されて負傷した場合などである。ここでは委任事務処理との関連性は希薄である。　
⒞
　
これに対して、委任事務処理のために旅行をした際に被った損害に関しては必ずしも見解は一致しない。たと
えば、①怪我や疲労によ 病気、②盗難や強盗による 、③汽車の転覆や自動車で奔走中に生じた馬車との衝突などの交通事故、④落雷による死亡などがそうである。　
学説はこれらを共通の題材としてそれぞれの事例につき結論を提示しているわけではない。そのため個別的に学説
を比較検討することは難しいが、一般的な傾向と ては、例示した順に従ってそ 肯定される度合いは低くなる。　
また、因果関係説や「事務処理につき」説では①②だけでなく、③もこれを認める傾向にある。しか 、委任事務
危険性説のように委任事務の危険性に着眼す 見解では、③につ て 否定する見解が多い。これらは一般的な生活危険に分類されるからであろう（この点は後述） 。　
さらに、このような委任事務の危険性の観点からすると、②の盗難や強盗なども、旅行先がこれらの危険が高 地
域であることを要求すべきであろう。また、①の怪我や疲労 る病気などの場合 これが旅行中に生じた と 体は重要な意味を有しない。ここ も当該 処理 質や危険性との関連 問われなければならない　
なお、日雇いが委任事務処理のため日雇稼ぎができなかった場合
）11
（
や委任事務処理のための旅行中に交通機関の故障
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により滞在日数が増加した場合
）11
（
を肯定例とする見解もみられる。しかし、前者は委任に対する報酬の問題であり、無
償委任の場合にこれを損害として賠償請求することはできない。また、後者は損害ではなくて委任事務処理費用に属するものと考えられる。　
⑶
　
行為のリスク責任論との関連
　
ア「他人のためにする行為のリスク責任」論によれば、委託者の無過失賠償責任を定める六五〇条三項の基礎は当
該行為と結びついた利益 享受とこ に応じて当該行為から生ずる特別なリスクの負担という客観的要素および当該行為の委託 いう主観的要素に求められる。　
これによれば、賠償される損害は単なる因果関係の存在だけでなく さらに委任事務の危険性の実現としての損害
であることが必要とされる。すなわち、事務処理と結びついた典型的な危険から生じた損害に限られる。そうでないような事務処理に内在しな 危険に基づく損害は一般的な生活リスクとして受任者がこれを負担し け ばならない。　
この観点からみると、従来の学説の挙げる肯定例は事務処理に結びついた典型的な危険から生じた損害に該当し、
否定例は一般的な生活リスクに属すると言って良い。さらに、前者の例としては、委託された泥棒の追跡 際しての銃撃侵害や番犬の教育に際して 噛み傷、消火活動に際して 火傷や衣服の 傷などが挙げら 。ま 、後者については、委任事務処理のための出張に際 ての通常の衣服の 耗や旅行用具 損傷などがその例であ　
問題は学説の見解が分かれる事例に関してであるが、たとえば、落雷、交通事故、さらに疲労による病気などはい
ずれも事務処理それ自体の危険あるいは事務処理によって増大した危険 いう はできない。怪我や盗難も一般的には同様に考えることができるが、しかし、 を行うべき場所が特 危険なとき 典型的 危険から生じた損
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害と評価することもできる。　
このようにリスク責任論によれば委任者への帰責の根拠から首尾一貫的にかつより明確な形での責任範囲の限定基
準を導くこ ができ 。これはリスク責任論の優位性の一つといって良い。　
イ
　
事務処理と結びついた典型的な危険から生じた損害に該当する場合にも、その損害の全額が賠償されることに
はならない。リスク責任に基づく賠償責任は究極的には衡平責任であるから、具体的な賠償額は「適切な賠償」に制限されるべきであろう
）11
（
。すなわち、処理されるべき事務の危険性の大きさ、委任者によって計算されまたは保険によ
ってカバーされた危険、報酬の有無や額、損害の種類、受 者 過失の程度などの諸事情を総合的に考慮して、その賠償の範囲を画定すべきである。　
六五〇条三項によれば、受任者の過失の不存在が損害賠償請求権の消極的な成立要件とされる。したがって、損害
を生ずること自体に過失があったり 損 を生ずる機会をつくったことが委任事務 処理方法とし 過失があったような場合には、受任者は損害賠償権を有しない。通説はこれ そ まま受容する
）11
（
。
　
しかし、委任者の無過失賠償責任の根拠を報償責任やリスク責任、あるいは委任の本質に求めるときは、たとえ受
任者に過失があったとしても、委任者への損害の帰属という結論が全面的に否定されることにはならない。受任者の過失の有無は受任者の賠償請求権の成立要件として は くて、単に減額のための一要素として考慮すれば足りる。無過失賠償責任を定める特別法でも、同様に過失相殺による減額が認められている。たとえば、鉱業法一一三条や水洗炭業に関する法律一九条、製造物責任法六条など そう り、原子力損害賠償法四条 二は被害 重過失 場合に賠償額の任意的減額
）11
（
。無過失賠償責任だからといって、過失相殺による減額を排除すべき必然性は存在
しない。
法学志林
　
第一一六巻
　
第二・三号合併号

一八六
　
学説の中には、受任者と委任者の双方に過失があるときは、六五〇条三項による賠償責任を肯定した上で、過失相
殺すべきだとする見解がある
）11
（
。これは部分的にせよ受任者の過失がある場合にも六五〇条三項の適用を肯定する点で
は私見と重なる。しかし、受任者の過失の不存在を六五〇条三項の適用要件と解しながら、双方に過失があるときは、これが減額事由に転ずる理由は明らかではない。　
ウ
　
六五〇条三項に関しては、委任者の責任が重くなりすぎるのではないかとの懸念がありうる。しかし、このよ
うな懸念は当たらないように思われる。すでに述べたように、そもそも同条はすべての委任に適用されるわけではない。さらに、同条の適用要件および賠償の範囲に関しても解釈的に狭く制限されるからである。
二
　
受任者の賠償責任の制限
　
⑴
　
善管注意義務の適用範囲
　
ア
　
受任者は委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務を処理する義務を負う（六四四条） 。受
任者がこの善管注意義務に違反し によって委任者に損害が生じたとき 、受任者はこれを賠償すべき責任を負う。これ 委任法の一般原則である。　
しかし、学説では、このような受任者の善管注意義務がすべて 委任関係に妥当するとは考えられていない。すで
に我妻説は次のような三つ 場合に分けてこれを論じている
）11
（
。
　
①無償委任の場合には、自己の事務を処理すると同程度の注意を用いることを両当事者が「黙示に諒解」し る
場合が多いのではないかと考えられるとして、注意義務の軽減を認める。　
②委託者が企業者であって、事務の委託が企業運営の一部である場合には、無償であることは許されず、また、不
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

一八七
相当な対価である場合には、委任者が受任者に対して問い得る責任の程度は、委託事務の性質はもとより、委任者のそれによって得る利益、受任者の受ける報酬その他一切の事情を考慮し、信義則によって適当な範囲に限定されると解すべきだとする。これは善管注意義務を前提としつつ、賠償額の減縮を認めるものである。また、有償委任が念頭に置かれている点にも注目すべきであろう。　
③受任者が専門的な知識・経験を基礎として、素人から当該事務の委託を引き受けることを営業としている場合に
は、受任者の注意義務は 該事務についての周到な専門家を標準とする高い程度となるとす 。これは善管注意義務そのものに他ならないから、ここでは委任法の一般原則が適用される。　
イ
　
このような我妻説の三類型を前提として、個別的に学説の状況を整理しておこう。
　
まず第一類型の無償委任に関してであるが、学説の論争は主にこれを対象とする。無償 受任者も善管注意義務
負うとする見解も見られるが
）11
（
、通説的見解はこれを否定して、契約上の無償義務者の一般の注意義務と同じく「自己
の財産におけ と同一の注意」 （六五九条参照）に軽減されると解する（具体的過失説
）1（
（
） 。あるいは、このような注意
義務 軽減を無償委任一般に認め のではなく、委任が無償 、 者 生命・身体・財産に大きな損害が生じる恐れがない場合に限るとする見解もある
）11
（
。このような注意義務の軽減は委任の無償性や立法者の意思、当事者間の衡平
などにその根拠が求められ 。この点で我妻説の「黙示の諒解」 は若干の差異が見られる　
第二類型すなわち委託者が企業者であって、事務の委託が企業運営の一部である場合に言及するもの しては、た
とえば広中説が挙げられる。この見解では、無報酬ないし過少報酬で事務処理を委託 委任者 ──特にその事務が営利活動ないし企業活動 一環である場合──受任者 善管注意義務違反 生ずべき損害の一部を負担する
法学志林
　
第一一六巻
　
第二・三号合併号

一八八
（損害賠償額の軽減）意思を有するものと解するのが信義誠実の原則に合するとされる（賠償額減縮説
）11
（
） 。
　
この見解は無償委任だけでなく、過少報酬とはいえ有償委任の場合にも信義則に基づく賠償額の減額を認める点で
注目される。また、営利活動や企業活動の一環である場合というのは格別の限定機能を有しない。　
第三類型に関して 、委任者の責任軽減を主張する見解は見当たらない。ここでは委任の一般原則に従って受任者
は善管注意義務を負うことになる。弁護士や司法書士、税理士、取締役などの受任者が善管注意義務に違反した場合のように
）11
（
、判例において受任者に対する損害賠償請求が争われた事案は殆どこの第三類型に属する。そこでは受任者
の善管注意義務を当然の前提として 具体的事案における善管注意義務の射程およびその違反の存否が問題とされている。　
⑵
　
行為のリスク責任と六五〇条三項の類推適用
　
ア
　
このように受任者の責任軽減は第 類型では認められず、無償委任の場合（第一類型）および委任者が企業者
である場合（第二類型）に限られる点 まず確認しておきたい。その上で、法的構成について検討すると、委任の無償性を理由として受任者の注意義務の軽減 基礎づけ ことは妥当でないように思われる。無償であれ委任を引きけた以上は、受任者は善管注意義務を用いて事務処理を行うべき 当然のことである。広中説が喝破したように、無償契約と有償契約との差異が債務者 注意義務の軽重として現れる いう法則は厳密 は存在しない
）11
（
。また、右の第
二類型では無 注意義務 軽減を図 余地は全く存在しな 。　
そこで、受任者の善管注意義務を前提として、これの違反による賠償額の減縮とする見解（賠償額減縮説）を基本
的に支持すべき ある。もっとも、この賠償額 減縮 基礎は当事者の意思や信義則など なくて 委任者の被害
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

一八九
類型において述べたリスク責任論に求められる。委任事務の危険性の観点からすると、当該危険性の実現としての損害が受任者に生じたか、委任者に生じたかどうかは重要な意味を有しない。とりわけ第三者に対する加害類型においては、受任者の第三者に対する賠償義務は経済的には受任者自身の被った損害と評価するこ もできるから、受任者の被害類型との間 実質的な差異は殆ど存在しない。受任者の加害類型においても、問題の核心は事務処理に際して生じた損 の帰属にあると ってよい。　
このようなことから、加害類型に関しても、被害類型と同様にリスク責任を基礎とする六五〇条三項の類推適用の
観点から考察される。これ よれば、事務処理に際して紛れ込んだ不注意により損害賠償義務を負うという危険が該事務処理と典型的に結びついてい 場合には、これの負担はリスク責任の観点から委任者に帰せられる。したがって、受任者はこれの負担を委任者に求め 請求権を有 。そうでない一般的な生活リスクについては、受任者がこれを負担しなければならない。これらのことは、第三者に対する加害類型 おいて委任者と受任者 間に事実上の指揮監督関係が存在し、委任者が七一五条による責任を負う場合はもちろん、そうでない場合 も同様 妥当する。　
また、このような六五〇条三項の類推適用による請求権が認められる場合でも、賠償義務を負う損害の全額を請求
できるわけではない。ここでも減責 法理が適用さ 。すなわち、 されるべき事務の危険性の大きさ、委任者によって計算されまたは保険によってカバー た危険、報酬 有無や額 損害 種類 受任者の過失 程度 ど諸事情を総合的に考慮して、受任者と委任者の間の責任範囲が画定され
る
）11
（
。このような過失相殺的な減責は無償委
任・有償委任を問わず認められる 報酬の有無およびその額 単 一つ 考慮要素 過ぎない。また、有力説 ように「無償または低廉な報酬」の場合に限定される訳でも
法学志林
　
第一一六巻
　
第二・三号合併号

一九〇
　
イ
　
加害類型への六五〇条三項の類推適用は具体的には次のような結果を生じさせる。
　
⒜
　
受任者が事務処理に際して第三者を加害した場合（第三者に対する加害類型）において、受任者が被害者たる
第三者にまだ賠償していないときは、受任者は委任者に対して免責を求める請求権を行使することができる
）11
（
。また、
第三者にすでに賠償した場合には、受任者は委任者にこれの求償を求めることができる。これらの免責請求権や求償権は六五〇条三項の類推適用によって基礎づけられる。　
従来の学説は第三者に対する加害類型を考慮していないようであり、また、信義則を基礎とする賠償額の減額構成
ではこのような免責請求権や求 権を積極的に ることができない。六五〇条三項の類推適用論はこの点に大きな意義が見出される。　
⒝
　
委任者に対する加害の場合には、受任者の債務不履行または不法行為を理由として、委任者は受任者に損害賠
償請求権を行使することができる。したがって、リスク責任に基 く委 への損害 帰属はこの委任者の損害賠償請求権を制限するという形で行われ こと なる。つまり、六五〇条三項を類推適用したとすれば委任者の負担となるべき額が過失相殺法理を介して減額される。同様のことは、第三者加害の類型において事実上の指揮監督が存在し、委任者が七一五条に基づいて被害者に賠償したときの受任者に対する求償 ついても妥当する。　
六五〇条三項の類推適用論を貫徹するときは、受任者の六五〇条三項の類推適用による損害賠償請求権と受任者の
善管注意義務違反に基づく委任者の損害賠償請求権が相互に対立し、これの相殺 よって減責されることになろう。六五〇条三項は独自の損害賠償請求権を受任者に付与す ものだからである。しかし、相殺 意思表示を必要とすることは迂遠というべきであり、第三者加害 類型とは異なり、受任 独自の請求権を基礎づける必要もな 。　
このように六五〇条三項の類推適用といっても、請求権の積極的な基礎付けが問題となる場合と民法の一般原則に
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

一九一
よって成立した請求権の制限が問題となる場合とでは、その出現形態を異する。
第二章
　
事務管理
　
他人の事務を管理者が他人のためにする意思をもって義務なくして管理を始めた場合には、事務管理が成立し、こ
れによって他人の権利領域への干渉行為の違法性は阻却される（六九七条） 。ただし、当該管理行為が本人の意思に反し、又は本人に不利であることが明らかなときは、この限りではない（ 〇〇条但書参照） 。　
事務管理が成立すると、一方では、管理者には、①管理開始通知の （六九九条） 、②管理継続義務（七〇〇条） 、
さらに、七〇一条による委任規定の準用により③報告義務（六四五条の準用） 、④受取物の引渡義務（六四六条の準用） 、⑤金銭消費の責任（六四七条の ）が課される。　
他方で、本人は有益費償還義務（七〇二条一項
）11
（
）および有益債務代弁済義務（七〇二条二項）を負う。ただし、事
務管理が本人の意思に てなされたときは、これらの義務は本人が現に利益を受ける限度に減縮される（七〇二条三項） 。　
事務管理に関する民法の規定はこのようなも である。しかし、事務管理者の被った損害に関する本人の賠償義務
や事務管理者の負うべき注意義務の程度については、民法は明文の規定を有し い。これら はどのように解すべきであろうか。
法学志林
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第二・三号合併号

一九二
一
　
本人の損害賠償責任
　
⑴
　
問題の所在
　
費用と損害は主に次の点で異なる。まず第一に、費用とは自由意思に基づく出捐であるのに対して、損害とは事件
により受動的に被った不利益をいう。第二に、費用は財貨を事実上限度とするが、損害にはこのような限界は存在しない
）11
（
。また、過失相殺による減額は損害の賠償に関して適用されるに過ぎない。
　
このような費用と損害の差異を前提として、委任法は委任者の 償還義務（六五〇条一項）と損害賠償義務（同
条三項）をそれぞれ別個・独立的に規定した。しかし、事務管理においては、右に述べたように費用償還義務に関する規定はあるが、損害賠償義務 ついては明文規定を欠くとともに、委任の規定の準用対象ともされていない（七〇一条） 。そこで、委任者と同様の無過失損害賠償責任が本人に認められるか否かが解釈上問題とされる。　
結論を先に述べると、学説は実質的に無過失賠償責任を認める点で一致する。事務管理を適法な行為と認める以上、
管理者がこれによって損害 被ることがないようにしてやるだけの義務を本人が負担するものとするのが至当であり
）11
（
、
六五〇条三項の準用がないからと って、一 事務管理者の損害賠償請求を否定してしまうこ は妥当ではないという実質的な考慮をその背景とする
）1（
（
。学説の争いは単に理論構成や賠償の範囲などに限られる。事務管理者の被っ
た損害が物的損害である場合と人的 の場合に分けて、学説の状況をみることに よう。　
⑵
　
物的損害の賠償
　
ア
　
従来の学説と行為のリスク責任
　
⒜
　
通説的見解は七〇二条一項の費用概念を拡張して、このような損害は費
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

一九三
用に含まれるとする（費用概念拡張説） 。ただし、その範囲を画定する基準は一致しない。　
たとえば、 「事務の管理のために避けることを得ない損
害
）11
（
」または「当然予期される損
害
）11
（
」 、 「事務管理に通常随伴
すると思われる損
害
）11
（
」 、 「事務管理にあたって発生がある程度予期されうる損
害
）11
（
」 、確率的必要費すなわち「確率的に
予想される損害で、なおかつその事務管理に必要な損害
）11
（
」 、 「事務管理にあたり損害の生ずる危険を認識したにとどま
らず、その実現を覚悟し計算に入れた場合
）11
（
」などに分かれる
）11
（
。しかし、これらが具体的にどのような差異を結果的に
もた すかは判然 しない。　
⒝
　
これに対して、四宮説は
）11
（
事務処理については一般に「利益の帰する者に危険も属する」という原則が妥当する
とし、その例として六五〇条三項のほか、信託三六条、家審一六条を挙げる。これによれば、本人は事務処理に際して生じた管理者の損害を賠償すべき義務を負うこ になる。　
もっとも、事務管理の場合には、①本人の受動的地位や②管理者の活動の利他性という特殊性が認められるため、
これを考慮して、損害 賠償請求権は「費用」 準ずるもの 限 べきだとする。この場合、有益費用の償還に準じて、その賠償が認められる（ 「費用に準ずる損害」説） 。　
⒞
　
確かに本人は依頼者ではなく終始全く受動的な立場にある点で委任者とは大きく異なる。しかし、事務処理が
「他人のために」行われ、また、 「本人の意思・利益への適合性
）11
（
」という事務管理の成立要件の中に、リスク責任の客
観的要素と主観的要素 見出すことができる。 たがって、リスク責任の観点は事務管理においても同様に妥当し、事務管理者の賠償請求権 基礎は六五〇条三項 類推適用に求められる こ ような 五〇条三項の類推適用論は四宮説の右の基本的立場と親和的ないし適合的であると評 ることがで よう
法学志林
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一九四
　
イ
　
賠償の対象となる損害
　
六五〇条三項の類推適用論によれば、委任の場合と同様に、当該事務処理と結びつい
た典型的な危険から生じた損害が賠償されることになる。事務処理に内在しない危険に基づく損害は一般的な生活リスクとして事務処理者が負担しなければならない。　
具体的にどのような損害が賠償の対象となるか。この点に関しては、四宮説が有用な手がかりとなる。すなわち、
費用に準ずる損害の例として、①管理者の営業または職業に属する活動に従事することによって失った利益、②事務管理の必然的結果 予見可能な犠牲、 とえば、救助のために河に飛び込んだ場合の衣服の汚損、燃える家屋から幼児を救出しようとして負った傷、③管理者の意思に基づか 偶然の損害ではあるが、当該事務処理に類型的に付着するものであり、そして、管理者が本人のために自らの意思に基づいてさらされた危険から生じたものでも、管理者が危険を認識し、かつ、その実現を覚悟した場合 山小屋で急病 かかっ 者のため、麓まで薬を取りに行く途中、濃霧に襲われたが、あえ 下山 岩につまずいて負っ 傷を挙げる。　
これを六五〇条三項類推適用論から考察すると、①の逸失利益は当該事務処理の危険性の実現としての損害とは言
えない。これは損害賠償の問題という りも、報酬請求権の問題に属する。これと異 り、②および③ 賠償の対象となる損害に該当しよう。事務 または類型的に付着する犠牲というの 、事務処理と結 ついた典型的な危険と う基準に適合するからである。　
もっとも、③における「管理者の認識と覚悟」という付加的な要件に関しては検討の余地がある まず第一に、費
用は事務処理者の意思に基づく財産的犠牲であるから、費用に準ずる説では こ ような「管理者 認識と覚悟」が理論的に当然に必要となる。しかし、六五〇条三項 類推適用説では これは要求されない。第二に、 「濃霧に襲われたが、あえて下山した」場合ではな て、 「晴天」のときの下山の場合は四宮説ではどうなるか。 「管理者 認識
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

一九五
覚悟」がないとして賠償を否定する場合には、 「類型的に付着する危険」が異なって処理されることになり不都合なように思われる。また、天候の如何に関わらず、事務管理者は損害を回避できると考え いるのが通常である。そうだとすると、 「管理者の認識と覚悟」というのは単なる 擬制」 過ぎないということもできよう。　
ウ
　
損害賠償の範囲
　
六五〇条三項の損害賠償請求権は「適切な賠償」に制限されるものと解する。ここでは、 、
オーストリアの判例
）1（
（
が挙げるような、本人の差し迫った危険と事務管理者によつて冒されたリスクの間の関係、事務
管理者の損害の種類 額、危険状態の発生への寄与および経済的な負担能力など当該事案の諸事情を考慮して賠償額が決定される。さらに、事務管理におけ 本人の受動的地位、管理者の活動の利他性、および事務管理の結果への非依存性などの要素は委任の場合 りも厳格な減額的査定に導く。　
事務管理者の過失も減額的要素の一つとして考慮される。これに対して、費用概念を拡張しあるいは費用に準ずる
見解によれば、事務管理者に過失があっても、賠償額を減額することはできない。損害賠償請求権と 異なって、費用償還請求権には過失相殺の規定は適用されないからであ　
⑶
　
人的損害の賠償
　
ア
　
物的損害とは異なり、人的損害の賠償に関しては、学説の見解は鋭く対立する。
　
まず第一に、負傷および死亡による損害の賠償を全面的に否定する見解がある（全面否定説） 。たとえば、広中説
は
）11
（
、救助者の側 負傷あるいは という は救助された者 補塡させるべき筋合いのものではないという。 「災
害時における救助活動については、今日、公的 救助活動の仕組みが用意され 消防員や警察官がこれの第一次 担
法学志林
　
第一一六巻
　
第二・三号合併号

一九六
当者とされる。これらの者が職務の遂行にあたって負傷したり死亡したりしたときは、公的な災害補償が与えられる。とすれば、そうした第一次的担当者がおこなうことを一般人がおこなった場合についても同様に公的な損害補償の道が開かれているべきことは、むしろ 然でなければならず、そのような場合に負傷なり死亡なりについての の補塡を被救助者が民法上の債務として負 しなければ ら いとすることは公的な救助活動の仕組みを用意した精神からいって筋違いである すらいえなくもない」からである。 のような一般人に対する公的 損害補償 定めた例として、警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法律二条や海上保安官に協力援助した者等の災害給付 関する法律二条、消防法三六条の三を挙げ、 は大げさに言えば外国にも誇りうるものだと主張する。　
高木説は
）11
（
、問題はむしろ過失なき被救助者に生命と引き換えにきわめて大きな経済的負担を負わせるべきか、それ
とも、勇敢に 道徳心厚き救助者 遺族を路頭に迷わせてもやむを得 いと う ま 深刻 問題についてどのような決着をつけるかという点にあるこ 指摘した上で、このよう 損害は社会全体が負担すべき筋合いのものである して、広中説を支持する。　
第二に、死亡損害については言及せずに、 「怪我の治療
費
）11
（
」や「受傷についての損
害
）11
（
」などの負傷損害の賠償請求
を肯定する見解が古くから存在 た（負傷損害限定説） 。このような損害は当然 （または、ある程度）予期される損害であるから、事務管理の費用の一種と考えられる いう が 理由である。　
第三に、このような負傷損害に限らず、さらに死亡損害に関しても賠償を認める見解もある（死亡損害肯定説） 。
　
たとえば、谷口説は
）11
（
、ドイツの判例を参照しつつ、事務管理者の蒙った健康障害や生命の喪失を「支出した費用」
と解することも、本人に不法行為や債務不履行 責任が認め な 限り、衡平 要求を充たすためには已むをえぬ解釈ではなかろうかとする。
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

一九七
　
費用の償還ではなくて損害の賠償とする見解もある。すなわち、小池説は
）11
（
、少なくとも立法論としては本人に損害
賠償義務を認めるのが妥当であり、解釈論としてもこれを積極に解すべきではないかとし、事務管理の制度が本人の利益の保護ならびにそ 増進を目的とするとともに、社会の福利を図るべき性質を有すること および、当事者間の利益の衡平を図ろうとす 民法の根本精神にその根拠を求める。　
松坂説も
）11
（
、本人は他人の行為によって利益を受けているのであるから、その他人の行為をなした理由が委任に基づ
くと否とに関係なく、当事者間の公平を図るために 損害賠償義務を認めるのが妥当だとする
）11
（
。
　
第四に、負傷損害と死亡損害を明確に区別して考える見解がある（制限的肯定説） 。四宮説
は
）11
（
、一方では、下山の
際に岩につまずいて負った傷の賠償 が、他方 、救助者が死亡 た場合（またはこれに準ず 障害を受けた場合） ついては、死亡による莫大な損害の べて 被救助者 転嫁するのは妥当でないとし、民法上の賠償請求権は、公的補償でカバーされない部分につき、しかも、相当 額に限って、本人に転嫁す にとどめるべきだとする。　
イ
　
行為のリスク責任と人的損害の賠償
　
⒜
　
六五〇条三項の類推適用論によれば、損害が当該事務処理と結びつ
いた典型的な危険から生じた場合には、本人はこ 損害を賠償しなければならない。 損害が人的損害であっても同じである。　
問題は高木説の指摘するような被救助者 極めて大きな経済的負担を背負わせることが妥当かという点にある。し
かし、六五〇条三項の類推適用による損害賠償請求権はすべて の ではなくて、当該事案の諸事情 総合的に考慮 て決定される「適切 賠償」に限られる。したがって、ゼロか百かの二者択一 前提とする高木説の懸念は当てはまらない。
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一九八
　
我妻説は立法論としてではあるが、 「委任者の責任より少しく軽いものとしてこれを認めるのが適当と思われる」
とし
）1（
（
、四宮説は公的補償の存在をその直接的な理由として、解釈論的に死亡損害につき賠償額を「相当の額」に制限
する
）11
（
。しかし、このような責任範囲の限定は人 損害の賠償に特別なことではなくて、六五〇条三項の類推適用によ
る損害の賠償額の一般的な制限から導かれる。　
⒝
　
次に、警察官の援助による災害給付法などによる公的な災害補償の存在についてであるが、このような公的な
災害補償制度は民法上の法律関係の全面的な排除を企図するものではない。このことは労災補償におけると同様である。したがって、両者は併存的に成立する。公的補償の存在を強調し、公的補償でカバーされない部分について、事務管理者にすべての負担を強いることは妥当ではない
）11
（
。
　
また、これとの関連で法定代位につき特有の問題が生ずる。すなわち 当該災害が第三者の行為によって生じた場
合において、国又は地方公共団体が公的な災害補償をしたときは、その価額の限度において、救助者の有する第三者に対する損害賠償請求権を取得する。これに関して 、警察官の援助によ 災害給付法八条三項などに明文規定がある。問題となるのは 事務管理者が本人に対して損害賠償請求権（あるいは費用償還請求権）を有する場合に、国又は地方公共団体はこれに代位しうるか否かであ
）11
（
。
　
代位を肯定するときは、結果的に、災害補償は国又は地方公共団体による単に一時的 損害賠償の立替払いに過ぎ
ないことにな が、これでは「公的な救助活動の仕組み 用意した精神からいって筋違い」である。これの代位は否定されなければ らない。広中説 右の指摘 まさにこの問題領域において する。このように代位を否定するときは、この限度において、本人は実質的 救助 対する損害賠償義務を免れる。また、救助者がまだ 補償を受けていないときは、公的補償を受けられ 限度で、本人は救助者 請求 拒絶することがで よう。これによっ
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

一九九
て、本人と救助者間の救助リスクは結果的に一般公衆に移転される
）11
（
。
二
　
事務管理者の賠償責任の軽減
　
⑴
　
事務管理者の注意義務
　
ア
　
一般原則
　
⒜
　
事務管理が成立すると管理行為の違法性は阻却される。したがって、事務管理者は損害賠償義
務を負わないのが原則である
）11
（
。しかし、事務管理者が管理の方法を誤る場合には、事務管理者は債務不履行による損
害賠償責任を負う
）11
（
。これは管理方法の選択を誤る場合はもちろん、管理行為を行うに際しての不注意の場合にも妥当
する。　
⒝
　
事務の管理にあたっては、 は善良なる管理者の注意を用いなければならない。民法上、他人のためにす
る注意は一般的に善良なる管理者の注意とされており（四〇〇条、六四四条） 、これは事務管理者にも当然に妥当するからである
）11
（
。
　
六九七条では善管注意義務の用語は用いられていないが、起草者の見解によれば、事務管理の場合には、特定物の
引渡義務や委任の場合と異なって、その目的や本人の意思が明らかでないために、善管注意といってもその意義が曖昧となる恐れがあ ために、事務管理者の負うべき善管注 義務を特に詳細に定 たに過ぎない
）11
（
。
　
イ
　
緊急事務管理の特則
　
緊急事務管理の場合、民法はこれの例外を規定する。すなわち、本人 身体、名誉又は
財産に対する急迫の危害を免れさせるため 事務管理を行う場合には（緊急事務管理） 、悪意又は重大な過失があるのでなければ、管理者はこれによって生じ 損害を賠償する責任を負わない（六九八条） 。つまり 事務管理者の軽過失免責である。
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二〇〇
　
たとえば、溺れている者を救助する際に、本人の衣服を損傷し又は身体に傷害を加えた場合、あるいは、溺れてい
る者を救助したが、すでに死亡しているものと誤信して人工呼吸を行わなかったがために重大な後遺症が残った場合
）11
（
、
雪山での遭難に際して民間の救助組織や山仲間が救助活動を行い、一旦は救助したものの進路を誤って雪庇を踏み抜き又はストレッチャーの結束が抜け落ちて滑落し、結果的に遭難者が凍死した場
合
）1（
（
などにおいて、事務管理者に故
意・重過失がない限り、賠償責任は生じない。　
⑵
　
緊急事務管理者の責任軽減とリスク責任
　
ア
　
緊急事務管理者の軽過失免責の趣旨は次のような点に求められる。すなわち、急迫な状況下での事務管理を奨
励する必要性がある
）11
（
。また、①緊急事務管理が本人にとって有益なばかりでなく必要でさえある場合にも、管理者に
そのような重い責任を負わせるのは条理に反すること ②軽過失免責を認めない 、他人の急迫な危害を傍観する弊害を生じさせ 恐れがある
）11
（
。さらに、このような事情が存する場合においては到底十分な注意を要求することはでき
ないし、また、本人においても管理者に多少の不注意があっ もこれを宥恕せざるを得ないことは理の当然のことだからである
）11
（
。
　
これらが同条の立法趣旨として指摘されてきた。しかし、事務管理の奨励や傍観の弊害の回避などは管理者が事前
に軽過失免責と う法の存在を知り、その上で冷静 利害得失 計算 うることが当然の前提となる 、急迫の危害に遭遇した管理者にこの前提が備わって るとは必ずしもいえ 。また、本人の宥恕する意思に根拠を求めることも十分な説得力を有し ように思われ 。　
ここでも、行為の特有な危険性 実現としての損害は利益の帰属者たる本人が負担するというリスク責任 観点か
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

二〇一
ら説明することが妥当であろう。すなわち、加害類型においては、個々の事例の諸事情がいわば総合的に考慮されて、過失相殺的な減額がなされるが、緊急事務管理の場合には、 「急迫の危害」という特殊事情と事務管理者の「軽過失」という事情を過失相殺的 減額において考慮するときは、これらは免責に導くのが通常であることを示したもの 他ならな 。つまり、これはリスク責任論による減額的な処理の典 的な結果を表現したに過ぎない。　
このような理解によれば、明文で示された判断結果を尊重しつつも、特別な事情があるときは、軽過失の場合でも
損害の一部を事務管理者に負わせ、逆に、悪意・重過失の場合でも損 の一部を本人 負担させることもできる。また、 「本人の身体に対する急迫の危険」と「本人の財産に対する急迫の危険」を異なって考慮することもできよう。　
イ
　
緊急事務管理者が救助行為を行う際に第三者に対して損害を与えた場合はどうであろうか。従来の学説ではこ
の点の議論は余り見られないが、これに言及する芦野説 よ ば、事務管理者の賠償責任は否定される
）11
（
。管理者が悪
意または重過失でない限りは管理者にその管理行為から生じた損害の賠償責任を負 さないとするのが六九八条の趣旨である だから、第三者に対する損害 ついても、緊急事務管理が成立するならば違法性が阻却さ るのが妥当であるというのがそ 理由 ある。　
しかし、事務管理の効果としての阻却される違法性は「他人の権利圏への干渉について当然に成立する（不法行為
としての）違法性
）11
（
」であるに過ぎない。つまり、本人との間で違法性が阻却されるにとどまる。また、六九八条の軽
過失免責も管理者 本人 間の内部関係を規律しており、その趣旨が当然に管理者と第三者の責任関係に及ぶ の考えるこ はできない。緊急事務管理とはいえ 管理者の過失 よっ 生じた損害を第三者が受忍すべき 由は存在しない。このことは正当防衛に関する七二〇条一項の趣旨とも適合する
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二〇二
　
したがって、管理者は不法行為の一般原則に基づき第三者に対して損害賠償義務を負うというべきである。このこ
とを前提として、管理者と本人の内部関係においては、事務管理者は六五〇条三項の類推適用に基づいて求償または免責を請求できる。もっとも、ここでも六九八条の趣旨を尊重して、管理者が重過失のときは、これらの権利行使は原則として許されず、管理者がこの損失を負担することになろう。　
ウ
　
なお、一般の事務管理の場合にも、事務管理者の賠償義務が軽減されるべきかが問題となり得る。この点は従
来の学説ではほとんど言及 ていない。これは六九八条を緊急事務管理に限って事務 の責任軽減を認めた特別規定
）11
（
と解することによるものであろう。判例 同様に事務管理者の善管注意義務を前提とした例がある
）11
（
。
　
しかし、たとえば、無償委任における受任者の注意義務の軽減を行為の無償性 求める見解によれば、ここでも同
様の視点からの責任軽減を検討すべきことにな のではあるまいか。現にこのような 解を前提とする見解もみられる
）11
（
。
　
リスク責任論の観点からこれを考えると、事務管理者の被害類型と事務管理者による加害類型はいずれも事務処理
に際して生じた損害の帰属という点 同じであり、被害類型に対応して 加害類型では事務管理者の賠償義務の軽減が図られるべきことになろう。また、この場合には事務管理者の責任 「適切な範囲」 限られ、当該事例の諸情を総合的に考慮して判断される。そ 際 緊急事務管理に関する六九八条の趣旨や 積極的な指図や委託の不存在、事務管理の結果達成と 非依存性などの事務管理の特殊性は、逆に事務管理者の責任制限を否定する方向で作用する。
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第三章
　
雇用・労働契約
一
　
労働者の被った損害と使用者の賠償責任
　
⑴
　
労災補償と労災保険給付
　
労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合には、労働者は労基法の定める災害補償、すなわち療養補償や休
業補償、傷害補償、遺族補償などを使用者に請求できる（労基法七五条以下） 。この使用者の責任は労働者の負傷や疾病が業務上生じたという関係があれば足り、使用者の故意・過失に依存しない。すなわち、使用者は無過失責任を負う。　
この使用者の災害補償責任は政府管掌の労災保険によって付保されており（労災保険法一条・二条） 、労働者はこ
の保険から療養補償給付や休業 給付、傷害補償給付、遺族補償給付などを受ける（労災保険法一二条の八） 。　
労災保険によって給付が行われるべき場合には、使用者は労災補償の責任を免れる 基法八四条一項） 。また、
労災補償が行われた場合には、使用者はその価額の限度において民法上の損害賠償責任を免れる（同条二項） 。　
第三者が を惹起した場合において、政府が労災保険給付をしたときは、第三者に対する の賠償請求権は
政府に移転する（労災保険法一二条の四第一項） 。第三者が労働者に損害の賠償したときは、政府はその価額の限度で保険給付をしないことができる（同 二項） 。
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⑵
　
民法上の責任
　
このような労基法上の災害補償責任や労災保険法上の保険給付と並んで、労働者は使用者に対して民法上の賠償責
任を追及することができる。この点は使用者の免責を規定するドイツなどとは大きく異なる。使用者の災害補償責任や労災保険給付は実損害とは無関係に定型的に定められるから、実損害をカバーしないときは、労働者はその差額の賠償を使用者に請求することができる。　
この場合、民法七〇九条、七一五条、七一七条などの不法行為責任、さらに使用者の安全配慮義務違反を理由に債
務不履行責任 追及することもできる。この安全配慮義務は昭和五〇年の最高裁判例によって初めて認められたものであるが
）11
（
、その後、平成一九年の労働契約法において明文化された（労契法五条） 。
　
不法行為責任と契約責任（債務不履行責任）を対比すると、①立証責任、②消滅時効
）1（
（
、③遺族固有の慰謝料請求、
④履行補助者、⑤付遅滞の時期などの点で異なる 、帰責事由また 故意・過失を必要と 点では共通する。　
⑶
　
無過失賠償責任化への取組み
　
ア
　
学説においては、このような使用者の賠償責任に関して、過失 の原則を排除して無過失責任化することが
試みられている。　
⒜
　
その一つは、不法行為法における無過失責任 思想や制度の進展と相呼応して、企業内での災害等についての
損失分担の準則にも変化をきたさざるをえないと述べて、労基法上の使用者の災害補償責任をその例として挙げる。そして、この趣旨は、労基法の適用を受けない雇用契約にも 解釈上当然推及されるべ だと主張する
）11
（
。
　
この見解を貫徹すれば、 「労基法の適用を受けない雇用契約」への拡張だけでなく、 「労基法の適用を受ける雇用契
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約」における「差額の賠償請求」に関しても無過失責任が認められるべきことになろう。　
⒝
　
第二に、安全配慮義務の内容を高度化することにより、使用者の厳格な責任を導く学説もある。たとえば、使
用者の安全配慮義務の内容は、個々の労働者の不注意をも予測して、不可抗力以外の労災死傷事故を防止する万全の措置を講ずべき義務であり、それは万全 措置 よっ 労働災害という結果を発生させないという債務（結果債務）だとする見解や
）11
（
、安全配慮義務を通常の安全配慮義務と絶対的な安全配慮義務に二分し、使用者の安全配慮義務は後
者に属するが、そこでは不可抗力もしく これに準ずる事由が立証されない限り免責さ ないとする見解などがある
）11
（
。
　
このように理論的根拠は異なるにせよ、使用者の無過失損害賠償責任が学説では有力に主張されてきた。裁判実務
では、後述の労働者加害類型に関して、労働者の責任の軽減が図られているが、これを前提とす ば、反対類型である労働者被害の類型においても同様の結果が実現されるべきであり、こ は使用者の責任の厳格化へと導く。　
イ
　
このような判例・学説の状況に鑑みると、リスク責任を理論的根拠とし、実定法上の根拠を六五〇条三項の類
推適用に求め ことによって、使用 の無過失賠償責任を基礎づけ とも考えられて良
）11
（
。
　
この点については、我妻説の次のような主張が大いに参考となろう
）11
（
。すなわち、使用者は労務者が労務の給付に関
連して被った損害については無過失責任を負うと解すべきである。 だ 、使用者は、自分の指揮命令によって労務を実現させ、一定の報酬を払うだけで労務 結果をすべて取得するものであって、そこ 無過失責任における報償任の原理が適用されて然るべきだからである。　
この我妻説では単に他人の行為から利益を受けているという利益享受の要素（報償責任の観点）だけではなくて、
自己の目的実現のために他人に一定の行為をさせたという危険設定の要素（危険責任の観点）も 背後に見出すこ
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とができる。したがって、これはリスク責任論とほぼ同義であると評価しうる。六五〇条三項類推適用論とは単に条文上の根拠を求めるか否かという形式的な点で異なるに過ぎない。　
また、実質的に考えても、委任関係において委任者に無過失賠償責任が課される場合には、雇用・労働契約ではま
すますこれが妥当しなければならない。受任者は原則的には事務処理に関して裁量権を有しており、いわば委任者に対して独立的な地位を有す これに対して、労働者は使用者の指揮命令 服 労務を給付 なければならず、また、使用者の提供する場所・施設・作業道具を用いて行わ ければ らない。労働者は予め定められた労働条件を回避することはできない。さらに、使用者はこのような指図権だけでなく、組織権限を有 おり、事業体の組織や労働条件を定めることができる。たとえば、作業過程の監視の強化や安全対策 実施、保険の締結などの措置を通して使用者は損害リスクの条件を創設し、維持し あ いは変更することができる。このような雇用・労働契約の特殊性を考慮すれば、使用者に 少なくとも委任者と同様の厳格な賠償責任が課されるべき なろう。　
これらのことから、六五〇条三項の類推適用によって使用者の無過失賠償責任を基礎づけることがあると思われる。
この場合、労働者の労務は加害類型に類似して、かつてドイツで要求されたようないわゆ 危険労働に るわけではない。右のような雇 ・ 働契約の特殊性からす と すべての労働が損害の危険性を孕むものといえる。したがって、ここでは、労働者の職務遂行上の活動に際して被った損害 いう関係 あれば足りるであろう。もちろん 労働者の一般的な生活リスクに該当するものは除外される。
二
　
労働者による加害と賠償責任の軽減
　
労働者が労務遂行の過程で使用者または第三者に対して損害を与える場合があり得る。この場合、労働者は民法上
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）
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の一般原則に従って賠償責任を負うか、それとも何らかの責任の軽減がなされるのであろうか。この点はこれまで七一五条三項の求償権をめぐって激しく論じられてきたところである。ここでは、使用者に対する加害と第三者に対する加害に分けてこれを見てみよう。　
⑴
　
使用者に対する加害
　
労務の提供に際し、労働者は善良な管理者の注意を払わなければならない。この注意義務に違反し、過失によって
使用者に損害を生ぜしめた場合には、債務不履行責任が発生する
）11
（
。これが民法上の一般原則であるが、これの軽減を
企図する学説も見られ 。　
まず第一に、善管注意義務を前提としつつ、これの例外を認める見解がある。たとえば、我妻説はこのような例外
として、労務の内容がとくに高度の注意または特別の技能ないし素養 要 場合を挙げ、 のような場合には、使用者が当該労働者を雇い入れまたはそ 労務に配置した際に知りまたは知り得べ りし当該労務者 注意・技能の能力を考慮して、適当に軽減しなければならないと主張する。雇用は労務者において包括的な労務給付義務を負い、使用者がこれを適 に配置して実現させる権限を有するものである以上、 の過失としてその責任を生じさせるためには、使用者におい も右の程度の責任を分担するのが妥当だというのがその理由である
）11
（
。
　
広中説も労務者は善良なる管理者の注意を要求されるが、要求される注意の程度は、具体的な場合に応じ、目的た
る労務のために要求さ る教育程度や専門的知識および使用者が知りまた 知り得べかり 労務者の能力や性質を顧慮して定められるべきだとす
）11
（
。
　
第二に、労働者の善管注意義務を否定する見解がある（注意義務軽減説） 。たとえば、来栖説は、 「同じく故意過失
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といっても、労務者の故意過失は委任の場合における受任者の故意過失と同じだと考えるべきでない。受任者は『善良なる管理者』としての注意義務を尽くさなければならないが、労務者は使用者の指揮命令に従って労務を給付する者としての注意義務を尽くせば足りる」とする。そして、同じく労務者でも労務の種類や地位の如何によって労務者の注意義務は異なりうる 、ドイツのコンメンタールの解説を引用する
）11
（
。
　
第三に、労働者の軽過失免責を主張する見解もみられる。たとえば、川井説は使用者の事業の執行に従事する被用
者が軽過失により使用者に損害を加えたとしても、それは雇用契約上当初から予想された損害であり、被用者 直ちに債務不履行責任があるとは えない 使用者はこの場合、被用者に対し、全面的に損害賠償を請求することはできないとする
）1（
（
。また、三島説は、実際的には、協約や慣行によって、使用者または第三者に生じた損害はそれが
業務上の過失に基づくもので 限り、重過失の場合は別として免責 ことが少 く ことを指摘する
）11
（
。
　
⑵
　
第三者に対する加害
　
労働者が過失により第三者に損害を与えた場合には、労働者の七〇九条による賠償責任と並んで、使用者も同じく
七一五条に基づき賠償責任を負う（使用者責任） 。そして、使用者が第三者に賠償したときは、使用者は労働者に全額求償することがで る（七一五条三項） 。この求償によっ 最終的には労働者が損害を全部負担することになる。　
このような民法の定める帰結について、学説は古くからその不当性を指摘して、使用者の求償権を制限すべきこと
を主張してきた。この求償権の制限理論は多岐に分かれる
）11
（
、使用者責任の理解に着目すると、次のように大別でき
る。　
まず第一に、通説的見解は使用 責任を代位責任と解するが、これによれば使用者の求償権は当然のことに属す
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）
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その上で、求償権を制限するための理論として、権利濫用説
）11
（
、過失相殺説
）11
（
、共同不法行為説
）11
（
、不真正連帯債務説
）11
（
など
が主張される。　
第二に、企業責任の観点から使用者が最終的に責任を負うべきであるとする見解がある。これによれば、使用者の
求償権は原則的に否定される。しかし、労働者が使用者に対して債務不履行または不法行為の責任を負う場合には、例外的に、使用者は労働者に （賠償請求）することができる。　
このような理論枠組みを前提として、労働者の債務不履行や不法行為の成立を厳格に解することによって労働者の
責任を制限しようとするものがあ たとえば、伊藤説は、労働者の加害行為は企業活動に当然に内在するものであるとして、企業に対する労働 不法行為は原則として成立しない す
る
）11
（
。また、 「債務の本旨」の中で労務の内容
や労務遂行の態様、さら 賃金の低廉などの諸事情を考慮 て判断したり（債務の本旨
説
）11
（
） 、あるいは、被害者に対
する関係では過失があっても、使用者に対する関係では過失がないというように労働者の過失を相対的 認定する見解（相対的過失説
）（11
（
）などがここに属する。
　
これに対して、賠償額の平面において労働者の責任の制限を企図するも がある。たとえば、両者の責任を不真正
連帯債務と解した上で、その負担部分の基礎を 使用 対する債務不履行責任に求める見解では、一種の客観化された過失相殺によって合理的に減縮 れる し
）（1（
（
、あるいは報償責任、企業責任ないし危険責任の趣旨から公平
の見地から決定すべきだする見解がそうで る
）（10
（
。
　
また、田上説は労働者の賠償責任を変数的に把握し、求償の範囲＝労働者の賠償額は労働者の有責性の程度を一般
的基準とし、圧力状態および使用者の 相殺事由をそ 修正要素として決定される する
）（10
（
。
法学志林
　
第一一六巻
　
第二・三号合併号

二一〇
　
⑶
　
判例法理の展開
　
ア
　
昭和五一年までの段階
　
労働者の責任軽減に関しては、最判昭和五一年七月八日（民集三〇巻七号六八九頁）
は指導的な判断を明らかにしたが、これ以前の下級審判例では、様々な理論的基礎づけがなされていた。事案としては、いずれも自動車事故をめぐってであり、被害者に賠償した使用者が七一五条三項に基づいて労働者に求償することができるかが争われた。求償権の制限を否定したも もあるが
）（10
（
、その多くはこれを肯定する。
　
まず第一に、被害者に対する使用者と労働者の賠償責任を不真正連帯として把握し、求償は両者の内部関係におけ
る責任分担の問題とする見解がある。　
この責任分担につき 京都地裁は労働者の故意・重過失の場合には労働者がこれを負担し、軽過失の場合には使用
者が全額負担するの 正義公平に合すると判示した
）（10
（
。これは軽過失全部免責とする点で特徴的である。また、大阪地
岸和田支部は公平と条理に照らして全額求償が妥当でない場合 るとし、相互の契約義務違反の程度を比較考慮して具体的な責任分担の決定を行うべきものとした
）（10
（
。
　
第二に、使用者責任 代位責任的理解によれば、使用者は原則 して全額を労働者に求償する ができる。多く
の判例は明示的ではないもの これ 前提とする。　
その上で、一方では、報償責任や危険責任の観点を援用しつつ、直接的には「社会 条理と衡平の観念」に基づ 、
①事業活動の一環としての行為であり、②当然 予期 べき範囲内の軽過失の場合には 十分な待遇などの特段の事情のない限り、求償できないとするものがある（軽過失免責・求償権否定
）（10
（
） 。
　
他方で、求償権 行使自体を否定するのではなく、諸事情を考慮して個別的に求償しうる範囲を決すべきだとする
見解がある（求償権の制限） 。 「公平の原
則
）（10
（
」 「公平の見
地
）（10
（
」がその基礎とされ
る
）（（1
（
。単に過失相殺を類推適用する見
解
）（（（
（
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もここに分類することができよう。　
また、求償権の否定とこれの制限を二段階的に構成するものもある。青森地裁は、賃金の低廉、労務の過度、企業
施設の不十分、規律のみだれ等 当該被用者の加害行為の原因となっている場合には、信義則・権利濫用として求償権の行使は否定され、そうでない場合には、損害分担の公平上、求償は相当の範囲に制限されると判示した
）（（0
（
。
　
第三に、一般論に言及せずに、単に具体的な事案との関連で論ずるに過ぎないものがある。たとえば、使用者が小
企業会社であって、若い従業員に対 厳しい指導監督の困難性と、かねてからの指示と自動車運転者としての一般的な注意義務に反し 事故が惹起されたことから、減免を否定したものがそうである
）（（0
（
。また、結論的には正反対に、
求償権行使の趣旨の逸脱・社会の条理
）（（0
（
、権利の濫用
）（（0
（
などを理由として、当該事案における求償権の行使を全面的に否
定したもの、さらに、過失の内容と報償責任の原理を根拠にして五割 減額を認めた例もみ れる
）（（0
（
。
　
このように昭和五一年判決前の段階での裁判例は求償権の制限という結論ではほぼ一致 の、そ 理論的根
拠を異にしていた。　
イ
　
最高裁昭和五一年判決
　
昭和五一年判決（前掲）は同じく交通事故の事例において次のように判示した。すな
わち、 「使用者が、その事業の執行につきなされた被用者 加害行為により、直接損害 被り又は使用者とし の損害賠償責任を負担したことに基づき損害を被った場合には 使用者は 事業の性格、規模、施設の状況 労働者の業務の内容 労働条件、勤務態度、加害 為 態様、加害行為の予防若しくは損失 分散 ついて 使用者 配慮の程度その他諸般の事情に照らし、損害の公平 分担という見地から信義則上相当と認められる限度において、労働者に対し右損 賠償又は求償の請求をすることができる」 。こ を当該事案に適用して、四分の一の限度に制限し
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二一二
た原審の判断を是認した。　
これは損害賠償や求償の範囲を定めるに際して考慮すべき事情を包括的に挙示するととも、その根拠を「損害の公
平な分担」と「信義則」に求め
）（（0
（
。これ以降、ほぼすべての判例はこの昭和五一年判決を明示的に引用しつつ、摘示
された事情の存否につき個別的な判断を行っている
）（（0
（
。
　
このように昭和五一年判決は労働者 責任軽減に関する指導的な判決と位置づけられるが、しかし、最高裁はすで
に昭和四五年にこれと類似する 明らかにしてい
た
）（（0
（
。そこでは、 「使用者が被用者に求償権を行使するに当つて、
使用者の事業の性格、規模、被用者の業務の内容、加害行為の態様その他諸般の事情を考慮し、求償権の行使が被用者に対して公平の観念 反すると認められる場合には 民法七一五条三項に基づく求償権の行使は許されないものと解すべきものである」という一般論を展開した（ただし、当該事案では求償権 行使を認容） 。　
これは考慮すべき事情を具体的 挙示し
）（01
（
、 「公平」を根拠とする点では昭和五一年判決と共通する。しかし、 「求償
権の制限」ではなくて、 「求償権の行使」自体の可否を問題と ている点で硬直的に過ぎる。また、結論的に求償権の行使を容認した事案であることなどから 昭和四五年判決はそれほどの注目を集めなかった。　
ウ
　
判例の動向
　
労働者の責任軽減（加害類型）に関する判例を全体としてみると、次のような点を指摘すること
ができる。　
まず第一に、事例類型としては、①自動車事故に関連する事案が最も典型的なものであり、労働者の責任制限法理
はこれを基礎に形成された。被害者に賠償した使用者がこれを労働者に求償 という が代表的なものであるが、さらに、求償と併せて、車両修理費や逸失利益 ど の自己損害の賠償 請求 事案がある。昭和五 年判決
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はこのような事案に関するものである。この判決以降では、単に使用者の自己損害の賠償請求が問題とされた事案も見られる
）（0（
（
。
　
さらに、②昭和五一年判決以降では、このような自動車事故に関係しない事故類型が多く現れている。類型的には、
一応、次のように分けられる。　
Ⅰ　
物の損傷や喧嘩などの事実的な加害行為
　
生コンの運搬中の船の沈没による損害
）（00
（
、プレナー（平削盤）のプレ
ナーテーブルの居眠りによる損傷
）（00
（
、同僚に暴行して傷害を負わせた場合
）（00
（
などがその例である。前二者が使用者の自己
損害、後者が第三者加害の事例である。　
Ⅱ　
取引相手方に対する説明義務違反などによる第三者加害
　
証券取引
）（00
（
・ワラント取引
）（00
（
・先物取引
）（00
（
において顧客に
損害を与えたような場合である。マグロ 卸を営む会社の営業所長が安価なキハダマグロをメバチマグロと偽って納入したことにより 顧客に支払った和解金の求償 求めた事案
）（00
（
もこれに属する。
　
Ⅲ　
内部的なルールの遵守義務違反
　
中古車の販売に際しては代金全額が入金されてから納車すると定められた基
本ルール
）（00
（
や融資申込みに際しては源泉徴収票又は給与明細を必要とするなどの貸付基準
）（01
（
、一定額以上の取引きにつき
上司の審査や決済を受けるという職務権限規程や各取引先毎に定められた与信限度額
）（0（
（
、郵便の割引制度に定められた
割引率
）（00
（
などに反する取引きによって、使用者 損害が生じた場合である。
　
Ⅳ　
一般的な善管注意義務違反
　
明示的な定めがない場合でも、労働者は善管注意義務を用いて労務を遂行すべき
義務を負う。これに反する場合には、債務不履行責任が労働者に生ず 。　
たとえば、顧客先に請求書を作成交付することを怠り
）（00
（
、あるいは、割賦販売契約を取り次ぐに当たり、車両の登録
名義を信販会社に移す とを怠った
）（00
（
や不正な経理操作によって使用者に損害を与えた場合
）（00
（
がそうである。不適切
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な業務実施による売上減少やプログラミング業務のノルマ未達による損失の賠償が争われた事例
）（00
（
、さらに、金魚の卸
問屋の従業員の物品の数え間違いや発注の ス等を理由とする賠償請求の事例
）（00
（
もこれに属する。
　
国や都などからの交付金をめぐって生じた使用者の損害が問題とされた事案もある。たとえば、常勤医師として雇
傭された者が他病院で 勤務を申告しなかった結果として、都に自主返還した常勤医師配置加算金相当額の賠償
）（00
（
や介
護給付費財政調整交付金算定のための国への報告に際して第一号被保険者の所得段階別の人数を誤ったことによる交付金の減少額の賠償
）（00
（
が争われた。
　
第二に、加害態様に関してであるが、従来の事実的な不法行為だけでなく、説明義務違反・ルール遵守義務違反・
善管注意義務違反による加害などが問題とされ ように った。これらは労働者 債務不履行として把握しうるものである。このような債務不履行にも労働者の責任軽減法理が適用されるかは一応の検討が必要である。昭和五一年判決は「直接損害 賠償又は求償 請求」というよう 求償 問題と直接損害 賠償請求を区別せずに包括的に扱うが、「被用者の加害行為」が債務不履行を含むかは必ずしも明確にされていないからである。　
しかし、最高裁が直接損害の賠償と求償という二つを包括的に扱うのは、 「労務遂行過程における労働者の賠償責
任の軽減」という視点からの問題領域の把握を明らかにしたも であり、この視点によれば不法行為か債務不履行かという法的根拠の相違は問題とならないといって良い
）（01
（
。
　
下級審判例の中には 昭和五一年判決を引用した上で、 「この理は使用者の労働者に対する債務不履行 基づく損
害賠償請求についても同様であると解する が相当であ
る
）（0（
（
」とか、 「使用者の労働者に対する債務不履行および不法
行為に基づく損害賠償についても同様
）（00
（
」として、これを明示するものがみられるが、これは確認的な意味を有するに
とどまる。
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第三に、労働者の主観的要件については、労働者軽過失の場合を前提として責任軽減法理を適用するのが一般的で
ある
）（00
（
。しかし、労働者の重過失の場合
）（00
（
、さらに故意による加害の場合
）（00
（
にも、労働者の責任軽減を認めたものがある。
このような拡張的な取扱いは前述したような多様な事故類型の出現がその背景となっている。　
この点については、重過失は別としても、故意による加害行為の場合にも責任制限を認めうるかは検討の余地があ
ろう。この主観的要件との関連では、昭和五一年判決は「加害行為の態様」という文言を用い おり、文言的には故意の場合も含みうる。しかし、使用者または第三者に故意に損害を与えた場合にも、労働者の賠償義務を軽減することは衡平の観念に適合しないように思われる。この場合の責任制限は使用者に本来的な過失相殺事由が存在するか、あるい 、内部的な規則などの故意的な違反が取引量 増大や支店の営業目標の達成などのためであって、自己の不正な経済的利益が目 とされてい など特段の事情がある 限るべきであろう。　
第四に、このように労働者の責任が制限されるとすると、労働者が被害者たる第三者に損害を賠償したときは、使
用者に求償でき かが問題となる（いわゆ 逆求償） 。　
第三者に対する加害 場合 、使用者と労働者のいずれが先に被害者に賠償したか って結論が異なることは望
ましくない。一つの事案において解決の齟齬を回避するため は、使用者の求償権が制限される部分について、労働者の逆求償は認められなければならない。この結論に恐らく異論は いと思われ
）（00
（
。
　
信州フーズ事件では、この逆求償権が争われた。一審は不真正連帯債務の関係を前提として、昭和五一年判決の理
論構成とパラレルに理解されるべきであるとし、信義則上相当認められる範囲で逆求償できるとした（七割の額を認容
）（00
（
） 。控訴審も結論的には同じあるが、被用者の責任と 責任は不真正連帯債務の関係 あるが いわゆ 報
償責任の観点からすると、両者の間 は自ずと負担部分 存在する とに り、負担部分を超えて賠 したとき 、
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他方に求償できるとした（負担割合は七対三
）（00
（
） 。
　
このように不真正連帯債務における負担部分を観念することによって、逆求償が基礎づけられている。しかし、使
用者責任の代位責任的性質からすると、使用者と労働者の間に負担部分が存在すると考えることは困難である。また、使用者の求償権が制限されるこ の反射ないし延長 する理解から、逆求償権を導くこ もできない
）（00
（
。ここでは、求
償権の制限とは異なり、逆求償権という独自の請求権を積極的に基礎付けること 問題となってい からである。このような問題の相違を正当 認識した上で、これに相応しい理論構成が試みられなければなら い。　
⑷
　
統一的処理とリスク責任論
　
ア
　
報償責任と危険責任の観点は労働者被害の類型だけでなく、労働者加害の類型にも同様に妥当する。したがっ
て、ここでも同じく六五〇条三項が類推適用されるべ にな 。労働過程において当該労働者の職務遂行上の活動によって、使用者または第三者に損害を与えた場合には、労働者と使用者の間ではその損害は使用 に帰属される
）（01
（
。
逆に、そうでない一般的な生活リスクは労働者が負担する。たとえば 労働者が作業中 タバコに火を付け、こ によって爆発が生じた場合などがそうである。　
⒜
　
具体的には、労働者が職務遂行上の活動（危険労働に限られない）によって使用者に損害を与えた場合には、
使用者の損害賠償請求権は六五〇条三項 類推適用 より制限される。理論的には 六五〇条三項の類推適用 よる労働者の賠償請求権も一個の独立した請求権であるから、使用 の七〇九条 よ 損害賠償請求権と相互 立することになる。これを貫徹すれば、両債権は相殺によって対当額で消滅し、使用者はその残額 みを請求できることになる。しかし、これは技巧的 過ぎるように思われる。ここでは 賠償請 権 当初 右の範囲を超える
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限度においてのみ成立するものと把握すべきであろう。換言すると、使用者の損害の範囲の確定に際して、六五〇条三項の類推適用において考慮される事情が減額事由として過失相殺的に考慮される。昭和五一年判決は労働者の責任制限において考慮すべき事情を網羅的に挙示しており、ここでも参照される。　
⒝
　
また、労働者が職務遂行上の活動によって第三者を加害した場合に、これを賠償した使用者の労働者に対する
求償権は六五〇条三項の類推適用により制限され過失相殺的に減額される。　
逆に、労働者が第三者に賠償したときは、六五〇条三項を類推適用して、使用者の負担すべき損害額を求償するこ
とができる（逆求償権） 。労働者がまだ第三者に賠償す 前の段階では 労働者は使用者に対して右の範囲内で免責を請求することができる（免責請求権） 。ここでは、委任のところで既に指摘したように、請求権の積極的な基礎付けが問題 なっており、損害賠償請求権や求償権におけるような請求権の制限理論は機能しない。六五〇条三項 類推適用論はとりわけ の点 有用であるといえよう。　
なお、ここでは七一五条の使用者責任が成立する場合が前提とされるが、理論的には、そうでない場合も同様に妥
当する。労働者の使用者に対す 求償権や免責 はリスク責任を基礎とし、六五〇条三項の類推適用 基づく独自の請求権だからである。　
イ
　
判例は第三者に対する加害の類型と使用者に対する加害の類型をいずれも同列に扱い、これによって「労働者
の賠償責任の軽減」という統一的な視点を明らかにした。しかし、同じことは労働者の加害類型 間だけでなく働者加害の類型と労働者被害の類型の間においても妥当する いずれの領域も、 「労務遂行過程で生じた損害の帰属」という観点から統一的に把握されなければ らな 。すなわち 労務遂行過程で損害が生じた場合には、被害類型・
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加害類型を問わず、その損害は使用者に帰せられるべきであろう。六五〇条三項の類推適用論はまさにこのような労務遂行過程で生じた損害の使用者への帰属を実現するための統一的な理論的基礎を提供するものに他ならない。
むすび
　
他人の事務を処理する際に損害が生じた場合には、この損害は事務処理者と本人の間でどのように処理されるべき
か。この問題に関しては、六五〇条三項が受任者 被った損害に関して定め ほかは、明文の規定は存在しない。そこで、本稿では、委任契約と事務管理、雇用・労働契約の領域について、それぞれ個別的に事務処理者の被害類型と事務処理者による加害の類型に分けて考察した。学説をみると、いずれの領域においても、本人の無過失賠償責任または の賠償義務 軽減を何らかの形 認める点では一致するが、その理論的な基礎付けは各領域毎に異なる。しかし、いずれ 場合も 他人のためにする事務処理 問題となっており これに際して生じた損害は本人に帰属させるべきだとする点では共通する。このような問題の近似性ないし類似性 よび結論の同一性から考えると、そこには何らかの統一的な原理が存在するように思われる。　
四宮説はこれを「利益の属する者に危険も属 る」という原則に求める
）（0（
（
。六五〇条三項や信託法三六条、家審一六
条はこの原則を明 にした法律上の例であるが、こ 原則は事務処理に一般的に妥当するとして、事務管理における事務管理者の被害類型および労働契約におけ 労働者加害類型 関して具体的な結論を導く。しかし こ よう基本的な観点からすると、委任、事務管理、雇傭の各類型を統一的に把握するだけで く さらにそれぞ 類型おける被害類型と加害類型のいずれも に 解されなければならない
）（00
（
。
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

二一九
　
本稿では、このような統一的な原則を「他人のためにする行為のリスク責任」に求め、形式的には六五〇条三項の
類推適用によって基礎づけることを試みた。これによれば、賠償される損害は当該事務処理と結びついた典型的な危険の実現としての損害に限られ、一般的な生活リスクはこ に含まれない。賠償額は当該事務処理の危険の大きさや報酬の有無や額、損害の種類、事務処理者の過失の程度などの諸事情を総合的に考慮して確定されるのであり、その結果、賠償額は「 切な賠償」 。また、とりわけ委任 領域に関してであるが、 事者間で受任者のリスク負担が明示的・黙示的に特約されている場合や、受任者が専門的な知識・経験を基礎として 素人から当該事務委託を引き受けることを営業としているような には、六五〇条三項 適用されない。委任であればすべて無条件に適用されるということに ならない。 ら 雇用・労働契約において特 明らかなように、使用者の有 る損害賠償請求権や求償権の制限 問題と労働者 使用者に対す 逆求償権や免責請求権、さら 被害類型 おける無過失損害 の基礎づけとは別個の問題である。六五〇条三項の類推適用論は 制限だけで く労働 これらの請求権を積極的に基礎づ ができる点でも有用といえよう。　
このようにみてくると、六五〇条三項の類推適用論は余りにも広すぎるとの懸念は当たらないように思われる。ま
た、法解釈の技術的な側面からしても、類似するものは同様に処理され べきであり ある領域において明文規定が存在するときは、これを類推 するこ 相当であろう。ドイツやオーストリアなどでは、委任法の規定を他の領域において類推適用することが判例・学説上広く認められている。わが国でも 六五〇条三項の類推適用 対する懐疑的・消極的な態度から脱却してこれの積極的な活用へと一歩 踏み出すことを大 に期待したい。【付記】
　
岸井大太郎教授の急逝の報に接したときは、我が耳を疑った。毎日いつも研究室に来られて仕事に励んでお
法学志林
　
第一一六巻
　
第二・三号合併号

二二〇
られたからである。いまでも廊下などでバッタリと出くわすような気がしてならない。この冷徹な現実を受け入れるにはもう暫く時間がかかりそうである。先生にはこれまで公私にわたり多大なるご厚情を賜った。この紙面 お借りして、深く感謝の意を表するとともに、先生のご冥福を心からお祈り申し上げます。
【注】（
（）　
拙稿「オーストリア一般民法一〇一四条の歴史的沿革とその適用範囲について」法学志林一一三巻一号一頁以下（二〇一五年） 、
同「オーストリア法における使用者のリスク責任論の展開⑴⑵」法学志林一〇四巻二号三三頁以下（二〇〇六年） ・一〇四巻三号一〇一頁以下（二〇〇七年） 。以下、前 を「歴史的沿革」 、後者を「オーストリア法」と略。
（
（）　
拙稿「スイス債務法におけるリスク責任について── 委任・事務管理および労働契約を中心として── 」法学志林一〇七巻四号一頁
以下（二〇一〇年） 。以下、 「スイス債務法」と略。
（
（）　
拙稿「事務処理に際して生じた損害とドイツ民法六七〇条⑴⑵」法学志林一一〇巻三号一頁以下（二〇一三年） ・一 〇巻四号二
七頁以下（二〇 三年） 。以下、 「ドイツ民法」と略。
（
（）　
C
anaris,R
isikohaftungbeischadensgeneigterT
ätigkeitinfrem
dem
Interesse,R
dA
（（（（,（（. カナーリスはいわゆる「他人の
ためにする危険な行為のリスク責任（
R
isikohaftungbeischadensgeneigterT
ätigkeitinfrem
dem
Interesse ） 」論を提唱し、委任契
約および事務管理、雇用・労働契約の各領域において右のような方向性を実現しようとする。すなわち、危険責任は伝統的には物から生ずる危険 関して認められてきたが、これは物の所有者はそれと結びついた利益を享受するから、これに応じてこれから生ずる特別な危険も負うべきだとする客観的要素（利益思想）と 賠償義務者がこの危険源を設置し、その支配可能性を有するという主観的帰責要素（ 設定思想）を基礎とする。これらの要素はここで問題とする行為についても認められるとして、行為のリスクから生じた損害の無過失賠償責任を基礎付ける。さらに、受任者等の加害類型についても、 原則を適用して賠償義務の制限などを導く。拙稿「労働過程で生じた損害の帰属と他人のためにする行為の危険責任」法学研究（明学大）四七号三二一頁以下（一九九一年）参照（ 『安全配慮義務と契約責任の拡張』 （信山社、一九九三年）所収二七六頁以下 『安全配慮義務』と略） 。
（
（）　
O
G
H
（（（（.（.（（SZ（（/（（.
（
（）　
B
G
（00（.（0.（（B
G
E
（（（III（（（.
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

二二一
（
（）　
B
A
G
（00（.（（.（（N
JW
（00（,（（（（.
（
（）　
委任者の賠償義務に関する歴史的な沿革については、野田龍一「委任者の損害塡補義務─民法六五〇条三項の史的系譜」福岡大学
法学論叢三六巻一・二・三号五一頁以下（一九九一年） 、一木孝之「受任者の経済的不利益等に対する委任者の塡補責任⑴⑵─民法六五〇条および『無過失損害賠償責任』に関する 試論─」國學院法学四五巻二号一頁以下（二〇〇七年） ・四六巻一号一頁以下（二〇〇八年）に詳しい。
（
（）　
末弘厳太郎『債権各論』 （有斐閣、一九二〇年）七六七頁。これによれば、元来委任者は自己の事務処理のため他人を利用して利
益を受くるものなればその処理のため他人の蒙りたる損害に対して絶対的に責任を負うは当然なりとの思想に基づくものなりと解するを正当とするという。同旨、岡松参太郎『無過失損害賠償責任論』 （有斐閣、一九五三年）五九七頁。岡松説は有償委任の場合であっても、委任がその性質上もっぱら当事者の一方の利益を目的とする利己的契約である点では変わらないとして、いずれの場合も報償責任が妥当するものと解する
（
（0）　
この見解は受任者に委任事務を処理することによつて何等の経済 負担をかけないというのが委任の趣旨であるとし、受任者の被
った損害は委任者において負担するのが当然であるとする。我妻栄『債権各論
　
中巻二』 （岩波書店、一九六二年）六八一頁、六八四
頁、吾孫子勝『委任契約論』 （巌松堂書店、一九一七年）七九頁、稲本洋之助など『民法講義
（　
契約』 （有斐閣、一九七八年）二七五
頁［能見善久］ 、末川博『債権各論
　
第二部』 （岩波書店、一九四一年）三二〇頁、同『契約法
　
下（各論） 』 （岩波書店、一九七五年）
二一一頁などがそうである。
（
（（）　
横田秀雄『債権各論』 （清水書店、第五版、一九一四年）六四〇頁は、委任者が受任者に対して損害の賠償をなすべきことを黙約
したために生ずる責任であるとする。
（
（（）　
稲本洋之助など・前掲注（
（0）二七六頁［能見善久］ 。なお、来栖三郎『契約法』 （有斐閣、一九七四年）五二七頁以下も結果同旨。
（
（（）　
下森定「判批」判タ六六九号五六頁（一九八八年） 、同「国の安全配慮義務」下森定編『安全配慮義務法理の形成と展開』 （日本評
論社、一九八八年）二四七 以下。
（
（（）　
吾孫子勝・前掲注（
（0）八一頁以下。同旨、我妻栄・前掲注（
（0）六八五頁。
（
（（）　
鳩山秀夫『増訂日 債権法各論（下巻） 』 （岩波書店、一九二四年）六二四頁、岡村玄治『債権法各論』 （巌松堂書店、一九二四年）
四四七頁、石田文次郎『債権各論』 （早稲田大学出版部 第八版、一九五二年）一八〇頁。
（
（（）　
末弘厳太郎・前掲注（
（）七六七頁。なお、岡松参太郎・前掲注（
（）五九八頁は、委任事務の処理に付き生じた損害すなわち委
任事務の処理より直接に生ずる損害であるとし 賠償の範囲をこれ 限る。
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二二二
（
（（）　
稲本洋之助など・前掲注（
（0）二七五頁［能見善久］ 。
（
（（）　
石外克喜編『現代民法講義
（　
契約法』 （法律文化社、改定版、一九九四年）二八五頁［下村正明］ 。
（
（（）　
四宮和夫「委任と事務管理」 『四宮和夫民法論集』 （弘文堂、一九九〇年）所収一三八頁。
（
（0）　『日本近代立法資料叢書
（　
法典調査会民法議事速記録四』 （商事法務研究会、一九八四年）六四五頁［富井発言・梅発言］ 。
（
（（）　
もっとも、これの裁判例は極めて少ない。たとえば、盛岡地花巻支判昭和五二年一〇月一七日判時八八四号九八頁（簗の修理の手
伝いを黙示的に依頼された者の死亡事故）および大阪高判平成一二年七月三一日判時一七四六号九四頁（証券会社による盗難株券の買戻代金相当額の賠償請求）などがあるに過ぎない。
（
（（）　
なお、ドイツでは、逮捕された犯人の監視、犯人追跡や消火活動への援助協力、狂犬病の犬の捕獲など、警察官や市長から公的な
利益のために援助協力を求められ、その際の負傷が問題となった一連のライヒ裁判所の判例がある。拙稿「ドイツ民法⑴」一七頁以下参照。また、スイスでは、これと類似し 泥棒追跡 件の他、梨の木揺さぶり事件、さらに好意関係に関する丸太チェーン掛け事件などがある 裁判所はいずれも事務管理に関する四二二条一項を類推適用して無過失損害賠償責任を肯定した。拙稿「スイス債務法」二四頁以下、三七頁以下参照。
（
（（）　『日本近代立法資料叢書
（　
法典調査会民法議事速記録四』前掲注（
（0）六四五頁［梅発言］ 。
（
（（）　
末川博『債権各論』前掲注（
（0）三二一頁、同『契約法』前掲注（
（0）二一一頁。
（
（（）　
拙稿「ドイツ民法⑴」三七頁以下参照。
（
（（）　
我妻栄・前掲注（
（0）六八五頁、稲本洋之助など・前掲注（
（0）二七六頁［能見善久］など。
（
（（）なお、大気汚染防止法二五条の三や水質汚濁防止法二〇条の二は天災その他の不可抗力を任意的な減免事由とし、商法五九四条一項は不可抗力を場屋営業者の免責事由とする。ここでは、被害者の過失による減額は認められていない。
（
（（）　
吾孫子勝・前掲注（
（0）八〇頁、潮見佳男『基本講義
　
債権各論Ⅰ
　
契約法・事務管理・不当利得』 （新世社、二〇〇五年）二二
六頁、石田穣『民法Ⅴ（契約法） 』 （青林書院新社、一九八二年）三五七頁、幾代通・広中俊雄編『新版注釈民法⒃
　
債権⑺』 （有斐閣、
一九八九年）二七六頁［明石三郎］な 。
（
（（）　
我妻栄・前掲注（
（0）六七二頁以下。
（
（0）　
末川博『債権各論』前掲注（
（0）三一一頁、同『契約法』前掲注（
（0）二〇五頁、末弘厳太郎・前掲注（
（）七五八頁、来栖三
郎・前掲注（
（（）五二二頁、幾代通・広中俊雄編・前掲注（
（（）二二二頁［中川高男］ 、潮見佳男・前掲注（
（（）二一八頁など。大判
大一〇年四月二三日民録二七輯 五七頁も同旨。
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

二二三
（
（（）　
於保不二雄「無償契約の特質」契約法大系刊行委員会『契約法体系Ⅰ（契約総論） 』 （有斐閣、一九六二年）八五頁、稲本洋之助な
ど・前掲注（
（0）二六七頁［能見善久］ 、鈴木禄弥『債権法講義（四訂版） 』 （創文社、二〇〇一年）六六八頁、加藤雅信『新民法大系
Ⅳ
　
契約法』 （有斐閣、二〇〇七年）四二〇頁、奥田昌道・池田真朗編『民法講義民法
（　
契約』 （悠々社、二〇〇八年）二八〇頁［橋
本恭宏］など。
（
（（）　
石田穣・前掲注（
（（）三四七頁、同『損害賠償法の再構成』 （東京大学出版会、一九七七年）一二七頁以下。なお、四宮説は無償
委任にも善管注意義務を認めるが、委任者の危害を避けるために危険にさらされた場合には六九八条を類推適用すべきだとする。四宮和夫・前掲注（
（（）所収一三〇頁。
（
（（）　
広中俊雄『債権各論講義（第五版） 』 （有斐閣、一九七九年）二五二頁。同旨、幾代通・広中俊雄編・前掲注（
（（）二二三頁［中川
高男］ 。
（
（（）　
善管注意義務違反を認めた近時の判例としては、たとえば、弁護士に関しては、広島高判平成二九年六月一日判時二三五〇号九七
頁、東京地判平成二四年一一月二七日判時二一八八号六六頁、司法書士に関しては、東京地判平成一六年八月六日判タ一一九六号一二〇頁、東京地判平成三年三月二五日判時一四〇三号四七頁、税理士に関しては、東京地判平成二六年二月一三日判タ一四二〇号三三五頁、東京地判平成二四年一二月二七日判時二 八五号九六頁 取締役に関しては、福岡高判平成二四年四月一三日金 一三九九号二四頁、福岡高判平成二四年 月 〇日判タ一三八三号三三五頁などがある。
（
（（）　
広中俊雄「有償契約と無償契約との差異は債務者の 意義務についても存在するか 『契約法の理論と解釈』 （創文社、一九九二
年）所収二九〇頁。
（
（（）　
後述の労働者加害類型に関する最判昭和五一年七月八日民集三〇巻七号六八九頁参照。
（
（（）　
この点については、自動車牽引事件（
B
G
H
（（（（.（0.（0,N
JW
（（（（,（（（ ）やボーイスカウト事件（
B
G
H
（（（（.（（.（B
G
H
Z（（,（（（ 、
登山ツアー事件（
B
G
H
（00（.（（.（（,N
JW
（00（,（（（ ）などのドイツの判例が参考となろう。拙稿「ドイツ民法⑴」四六頁以下参照。
（
（（）　
七〇二条一項の「有益費」は、物 費用に限らない点（義務履行型の場合を含む） 、および、必要費を含む点で、本来的な
有益費よりも広い概念である。四宮和夫『事務管理・不当利得・不法行為
　
上巻』 （現代法律学全集
（0） （青林書院新社、一九八一年）
二九頁。なお、判例においては、被害者に対する示談金や治療代などの立替払いや休業中の被害者たる従業員や取締役に対する報酬の支払いが問題となった事例が多く見られる。そこでは、これらの支払いは加害者のため事務管理として支出された有益な費用とされる。
（
（（）　
四宮和夫・前掲注（
（（）三四頁。拙稿「ドイツ民法⑴」八頁も参照。
（
（0）　
我妻栄『事務管理・不当利得・不法行為』 （日本評論社、復刻版、一九八九年）一七頁。
法学志林
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
二二四
（
（（）　
中井美雄編『不法行為法（事務管理・不当利得） 』 （法律文化社、一九九三年）三一二頁、三二一頁［中井美雄］ 。もっとも、中井
説は後述の費用概念拡張説に属する。
（
（（）　
我妻栄・前掲注（
（0）一七頁。
（
（（）　
我妻栄『債権各論
　
下巻一』 （岩波書店、一九七二年）九二二頁。
（
（（）　
中井美雄編・前掲注（
（（）三一二頁、三二一頁［中井美雄］ 。
（
（（）　
鈴木禄弥・前掲注（
（（）六九四頁。
（
（（）　
加藤雅信『新民法大系Ⅴ
　
事務管理・不当利得・不法行為（第二版） 』 （有斐閣、二〇〇五年）二〇頁。
（
（（）　
谷口知平・甲斐道太郎編『新版注釈民法⒅
　
債権⑼』 （有斐閣、一九九一年）二九五頁［三宅正男］ 。この点は、四宮説の三つの類
型のうち、③に該当する（後述参照） 。
（
（（）　
末弘厳太郎・前掲注（
（）九二〇頁も費用概念拡張説に属する。
（
（（）　
四宮和夫・前掲注（
（（）三三頁以下。同・前掲注（
（（）一三八頁以下参照。
（
（0）　
本人の意思・利益への適合性については、判例・通説は「本人の意思・利益に反することが明らかでないこと」で足りるとする。
これに対して、本人の意思・利益への適合性を事務管理の成立要件とする見解もある。たとえば、平田春二「事務管理の成立と不法干渉との限界」谷口知平教授還暦記念『不当利得・事務管理の研究⑵』 （有斐閣、一九七一年）二四八頁以下。
（
（（）　
O
G
H
（（（（.（.（（,SZ（（/（（（;D
R
dA
（（（（,（（;Ö
JZ（（（（,（（（.
（
（（）　
広中俊雄「人命救助と救助者の損害」 『民法論集』 （東京大学出版会、一九七一年）所収一八〇頁以下。
（
（（）　
高木など編『民法講義
（　
不法行為等』 （有斐閣、一九七七年）二〇頁以下［高木多喜男］ 、谷口知平・甲斐道太郎編・前掲注
（
（（）一八〇頁以下［高木多喜男］ 。なお、高木説は公的補償が金額的に満足すべきでないとしても、あくまでも、給付額の増加といっ
た方法で解決されるべきであるとして、残額の賠償も否定 。
（
（（）　
我妻栄・前掲注（
（（）九二二頁以下。
（
（（）　
鈴木禄弥・前掲注（
（（）六九四頁。
（
（（）　
谷口知平「契約責任と事務管理・不当利得 関係」 『契約法大系Ⅰ』
（（）一七六頁。
（
（（）　
小池隆一『準契約及事務管理の研究』 （慶應義塾大学法学研究会、一九六二年）二四五頁以下。
（
（（）　
松坂佐一『事務管理 不当利得 新版） 』 （有斐閣、一九七三年）六頁。
（
（（）　
これは末弘厳太郎・前掲注（
（）九二〇頁と同旨である。もっとも、末弘説はこれを立法論として主張するにとどまる（同頁注三
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

二二五
一参照） 。同じく立法論的に肯定する見解としては、我妻栄・前掲注（
（（）九二二頁、高島平蔵『債権各論』 （成文堂、一九八八年）二
五〇頁などがある。
（
（0）　
四宮和夫・前掲注（
（（）三四頁。
（
（（）　
我妻栄・前掲注（
（（）九二二頁。
（
（（）　
四宮和夫・前掲注（
（（）三四頁。
（
（（）　
なお、スイス債務法四二二条一項は本人の無過失賠償責任を明文で定めるが、そこでは人的損害は除外されていない。ドイツおよ
びオーストリアの判例も人的損害の賠償を認める。拙稿「ドイツ民法⑴」二三頁以下、同「歴史的沿革」五一頁以下参照。
（
（（）　
我が国ではこの点に関する議論は見当たらないようであるが、オーストリアでは、一九九五年判決はこれを肯定した（拙稿「歴史
的沿革」五九頁） 。これに対して、ドイツでは、類似の問題に関して、ＢＧＨ一九八四年一〇月一〇日（ＢＧＨＺ九二・二七〇）は従来の判例を変更して代位の適用を否定するに至った（拙稿「ドイツ民法⑴」三四頁。
（
（（）　
もっとも、この公的な災害補償制度が公衆の費用負担を意図したものかどうかは立法提案からみても分からない。たとえば、警察
官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法律についてみると、①これらの者に対する給付は、従来、明治一五年太政官達第六七号「一般人民ニシテ巡査同様ノ働ヲナシ死傷セシ者ノ弔祭扶助療治料支給方」によって行われてきたが 憲法の施行に伴ってその効力を失ったこと、②現在これにかわるべきも がなく、これ ついての 的 救済方法が確定していない め統一を欠いて、とかく紛議をかもしやすく、その実効性を欠いているために、これらの者 対する公的な救済制度を確立する必要があるというのが、その提案趣旨とされるに過ぎない。地方行政委員会議録五九号（昭和二七年六月二日）三頁、衆議院会議録五一号（昭和二七 六月七日）二七頁。
（
（（）　
戒能通孝『債権各論』 （巌松堂書店、第四版 一九五〇年）三八三頁。
（
（（）　
我妻栄・前掲注（
（（）九一六頁、鳩山秀夫・前掲注（
（（）七七一頁。
（
（（）　
四宮説は「委任において、無償委任の場合にまで善管注意義務を要求する妥当性は疑わしいのに対し、事務管理で善管注意義務が
要求されるのは、当然のことに属する」という。四宮和夫・前掲注
（（）所収一二八頁以下。また、澤井説は当然解釈と緊急事務管理
に関する六九八条の反対解釈から導かれ とする。澤井裕『テキストブック
　
事務管理・不当利得・不法行為』 （有斐閣、第三版、二
〇〇一年）一四頁以下。
（
（（）　
梅謙次郎『民法要義
　
巻之三
　
債権編』 （有斐閣、復刻版、一九八四年）八五二頁以下。
（
（0）　
V
gl.,O
L
G
M
ünchen（00（.（.（,N
JW
（00（,（（（（. この判例の紹介として、塩原真理子「緊急事務管理者の責任軽減について」東
海法学四七号八 頁（二〇一三年）がある。
法学志林
　
第一一六巻
　
第二・三号合併号

二二六
（
（（）　
いわゆる積丹岳遭難死損害賠償訴訟（札幌地判平成二四年一一月一九日判時二一七二号七七頁、札幌高判平成二七年三月二六日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（0（（（（ 、最判平成二八年一一月二九日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（（（（（ ）参照。これは北海道警察山岳遭難救助隊の過失を理由
とする国家賠償訴訟であり、事務管理とは直接に関係しない。
（
（（）　
梅謙次郎・前掲注（
（（）八五三頁以下。
（
（（）　
我妻栄編『判例コンメンタールⅥ
　
事務管理・不当利得・不法行為』 （日本評論社、一九六三年）二〇頁［四宮和夫］ 。
（
（（）　
末弘厳太郎・前掲注（
（）九一〇頁。
（
（（）　
芦野訓和「他人の生命の救護及び健康を維持する行為と事務管理─その三・完─」法学研究論集三号二三頁（一九九五年） 。
（
（（）　
四宮和夫・前掲注（
（（）二五頁。
（
（（）　
たとえば、澤井裕・前掲注（
（（）一四頁以下はこれを前提とする。
（
（（）　
事務管理者の善管注意義務違反による責任が認められた事例としては、たとえば鹿児島地判昭和四七年六月二一日交通事故民事裁
判例集五巻三号八四〇頁や仙台地判平成二七年三月二六日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（（（（（
がある。前者では、被害車両の修理か新車交付かで
当事者間の交渉がまとまらず、長期間放置された右車両が朽廃廃棄された場合、加害者は、破損した右車両を自動車修理業者に預ける措置をとった以上、爾後事務管理者として右車両所有者に対し善管注意義務を負い 右朽廃に至らせたことは、加害者の債務不履行に該当するとして、これによる損害の賠償が認められた。後 は、高次脳機能障害 有する者が、自立訓練通所施設内で東日本大震災に遭い、上記施設を運営する法人に保護されていたが、同法人の運営する別の施設に移されて一人で宿泊し、夜間に外出して河川で溺死したことについて、不法行為責任が認め れたが、これの前提として、①施設利用契約に基づく保護義務は消滅 が、②同人を事実上の保護下に置いていた管理者（六九七条）として、原告 など他に同人の安全に責任を負うべき者に同人を引き渡すまで 善管注意義務（
000条）をもって同人の保護を継続すべき義務を負うとされた。控訴審である仙台高判平成二八年六月二四日
L
E
X
/D
B

N
o.（（（（（（0（
は賠償額を増額したほかは原判決を維持した。
（
（（）　
鈴木禄弥・前掲注（
（（）六六八頁、六九三頁。鈴木（禄）説は、一方では通説と同じく事務管理者の善管注意義務を肯定するが
（六九三頁） 、他方で、受任者の注意義務につき、事務管理者は「自己ノ財産ニ於ケルト同一ノ」注意義務を負うにすぎないとの理解を前提として、事務管理者との類似性を根拠に無償の受 者の注意義務の制限を主張する（六六八頁） 。
（
（0）　
最判昭和五〇年二月二五日民集二九巻二号一四三頁（陸上自衛隊八戸事件） 。
（
（（）　
なお、改正法では、人の生命又は身体を害する不法行為による損害賠償請求権の消滅時効は、一般不法行為とは異なり、五年とさ
れる（七二四条の二） 。その結果、人の生命又は身体 対する損害の賠償に関する限りでは、債権の消滅時効期間との間 差異はなく
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

二二七
なった（一六六条一項一号） 。
（
（（）　
幾代通・広中俊雄編・前掲注（
（（）五四頁以下［幾代通］ 、広中俊雄・前掲注（
（（）二二四頁など。
（
（（）　
岡村親宜「労災責任の規範的論理構造」日本労働法学会誌四三号六四頁以下（一九七四年） 、同「労災における企業責任論の課題」
労旬八三九号一一頁以下（一九七三年
（
（（）　
國井和郎「 『安全配慮義務』についての覚書（下） 」判タ三六四号七二頁・七四頁（一九七八年） 。
（
（（）　
拙稿「雇用・労働契約における安全配慮義務──給付義務構成への一つの試み」法学研究三六号一六〇頁以下（一九八六年） （ 『安
全配慮義務』一 五頁以下） 、同「雇傭・労働契約への民法六五〇条三項の類推適用」法学研究（明学大）四九号一六五頁以下（一九九二年） （以下、 「類推適用」と略） （ 『安全配慮義務』三三〇頁以下）参照。同旨、橋本恭宏・前掲注（
（（）二四五頁。
　　
なお、労働者の物的損害の賠償に関して、ドイツでは、一九六一年一一月一〇日の連邦労働裁判所大部の決定（
B
A
G
E
（（,（（ ）以来、
ＢＧＢ六七〇条の適用による解決が 貫してなされている。また、オーストリアでは、一九八三年五月三一日の最高裁判決がＡＢＧＢ一〇一四条の類推適用を肯定し、その理論的根拠をリスク責任論に求めた。その後、少なくとも二〇件を超える判決が公にされており、ＡＢＧＢ 〇一四条類推適用論は判例法理として確立された。拙稿「ドイツ 法⑵」五一頁以下、同「オーストリア法⑴」三九頁以下参照。
　　
野田龍一「民法六五〇条三項の適用範囲について」福岡大学法学論叢三七巻二・三・四号三八八頁、四〇一頁（一九九三年）は、ス
イスでは、委任の無償性が重視され、委任の規定の雇傭への類推適用がみられないとして、 五〇条三項の類推適用論 批判する。しかし、 イス法では我が国の 五 三項に対応する委任者の無過失賠償責任を定め 規定は存在しないのだから、そもそも類推適用の前提を欠く。また、判例は事務管理に関するＯＲ四二二条一項 規定を無 委 に類推適用するが、ここでは「委任の無償性の重視」というよりも、委任者 過失責任を定める明文規 の適用を解釈によって制限したという点が重要であり 有償 にまで及ばないのは「類推適用」の要件の欠如ないしは法解釈 限界 も である。
（
（（）　
我妻栄・前掲注（
（0）五八七頁。
（
（（）　
末川博『債権各論』前掲（
（0）二四三頁、同『契約法』前掲注（
（0）一五八頁、加藤雅信・前掲注（
（（）三七九頁など。
（
（（）　
我妻栄・前掲注（
（0）五六五頁。
（
（（）　
広中俊雄・前掲注（
（（）二二〇頁。なお、我妻説と同様に、スイス債務法三二八条を引用するが、同条二項および三項は一九七一
年の法改正によって三二一ｅ条一項・二項となった。この点については、拙稿「スイス債務法」六〇頁参照。
（
（0）　
来栖三郎・前掲注（
（（）四二五頁。なお、立証責任に関して、一般の債務不履行の場合とは異なって、雇用の場合には、使用者に
法学志林
　
第一一六巻
　
第二・三号合併号

二二八
労務者の過失の立証責任があるとするのが適当だとする（四二四頁） 。
（
（（）　
川井健「判批」金判五一五号五頁（一九七七年） 。
（
（（）　
三島宗彦「労働者・使用者の権利義務」日本労働法学会編『新労働法講座
（　
労働保護法⑴』 （有斐閣、一九六六年）一三六頁。
もっとも、東京地判昭和四五年三月二五日下民集二一巻三・四号四六九頁・判時五八八号三〇頁では、このような事実たる慣習の存在が争われたが 裁判所はこれを否定した。
（
（（）　
これの詳細については、拙稿「類推適用」一六五頁以下（ 『安全配慮義務』三三〇頁以下）参照。
（
（（）　
石田文次郎・前掲注（
（（）二七三頁。危険なる企業により多大の利益を収めている使用者が被用者に求償をなすことは、信義の原
則に反し、権利の過酷なる行使として一般的に権利の濫用 な という。
（
（（）　
我妻栄・前掲注（
（0）一七八頁。賃金の低廉なること、労務の過度なること、企業施設の不十分なることや規律の乱れていること
などが加害行為の原因となったこと、そ 他諸般の事情を根拠として、過失相殺の理論の適用により使用者の求償権は制限されるという。勝本説は、選任・監督に関する過失が非常に大にして被用者の行為とそ 間に相当因果関係がある場合には、例外的に求償権を制限すべきであるとするが これもここに属するものと評価できる。勝本正晃『債権法概論（各論） 』 （有斐閣、第一八版、一九六九年）三二五頁以下。
（
（（）　
加藤一郎『不法行為（増補版） 』 （有斐閣、一九七四年）一九〇頁以下。使用者と 者の間で共同不法行為が成立する場合には、
共同不法行為者間の負担部分 応じて、使用者は求償し、労働者は逆求償することができる する
（
（（）　
椿寿夫「判批」判時五二五号一二一頁以下 一九六八年） 。七一五条による使用者の責任 〇九条による労働者の責任とは不真
正連帯の関係に立ち、その負担部分は過失 割合だけで く結果発生 対する加功度ないし原因力をも考慮して決定されるとする
（
（（）　
伊藤進『不法行為法の現代的課題』 （総合労働研究所、一九八〇年） 三二頁。
（
（（）　
中元紘一郎「被用者に対する求償」 『ジュリスト総合特集・交通事故─実体と法理』 （一九七七年）一三三頁、同・交通事故判例百
選（第二版、一九七五年）一四八 、淡路剛久『連帯債務の研究』 （弘文堂、一九七 ）二九〇頁以下。
（
（11）　
舟本信光『自動車事故民事責任 構造』 （日本評論社、一九七〇年）一〇六頁以下、川井健・前掲注（
（（）四頁以下。同旨、能見
善久「判批」法協九五巻三号六〇 頁（一九七八年） 。
（
（1（）　
幾代通『不法行為』 （筑摩書房、一九七七年） 〇〇頁。武久説も双方の契約義務違反に過失相殺の考え方を類推適用すべきだと
する。武久征治「被用者に対する求償権の制 」現代損害賠償法講座
（ 日本評論社、一九七四年）一〇七頁以下、同「判批」法時四
六巻二号一四五頁（一九七四年） 。
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

二二九
（
（10）　
並木茂「求償権」判タ二六八号一一七頁（一九七一年） 。
（
（10）　
田上富信「被用者の有責性と民法七 五条（その二） 」鹿大法学論集九巻二号六九頁以下（一九七四年） 、同「使用者責任と使用者
の求償」奥田昌道など編『民法学
（』 （有斐閣、一九七五年）一一二頁以下。
（
（10）　
東京地判昭和四四年一〇月二二日判タ二四二号二七五頁、大阪高判昭和四五年四月一五日判タ二五一号三〇九頁。前者は求償権の
制限に言及せず、後者は危険責任・報償責任の原則による制限の主張を立法論としてはともかく、現行法の解釈としては採用し難いとする。
（
（10）　
京都地判昭和三八年一一月三〇日下民集一四巻一一 三八九頁・判時三六四号四〇頁。
（
（10）　
大阪地岸和田支判昭和五 年六月九 判時八四二号 〇二頁（結論として、求償権の行使を否定） 。
（
（10）　
福島地いわき支判四九年七月二日交民集七巻四号一〇八七頁。
（
（10）　
東京地判昭和四五年三月二五日前掲注（
（（） 。なお、タクシー運転手の交通事故の事案であるが、水揚げ額に対して占める運転手
の給与部分の割合が運転手 負担させる最高限度額とされた。
（
（10）　
福岡高判昭和四七年八月一七日高民集二五巻四号二八七頁、神戸地判昭和四八年二月二一日判タ三〇二号二五七頁（№
（（㋑事件） 。
なお、後者は公平の見地だけでなく、過失相殺も援用する。
（
（（1）　
なお、大阪地 六 七 三〇 タ二七〇号三 頁は一般論として相互の負担割合を「妥当な範囲内に制限」するのが相
当だとするが、その根拠は示されていない。なお、労働者の重過失（飲酒の上、じぐざぐ運転）による事故が問題とされたが、判例は七割に相当 額に制限した。
（
（（（）　
松江地浜田支判昭和四二年一一月二一日下民集一八巻一一・ 二 一 二二頁・判時五 号七九 。
（
（（0）　
青森地判昭和四四年一一月 〇日判時五七六号七 頁。
（
（（0）　
東京高判昭和四九年六月二六日交民集七巻三号 一頁。
（
（（0）　
東京地判昭和四六年 月七日下民集二二巻九・ 〇号九二八頁。判旨は失費を惜しんで任意保険に加入しなかったこと 運転の初
心者に、その担当の職務でないにもかかわらず臨時に自動車の運転を命じたことを指摘する。
（
（（0）　
東京地判昭和四八年三月一五日判時七 五号八二頁。ここでは、給与の低廉さ、社命による業務中の本件事故によって死亡してい
る反面、会社は営々と営業による収益をあげ続けていることが指摘されている。
（
（（0）　
長崎地佐世保支判昭和四九年八月七日交民集七巻四号 一一頁。判旨は本件事故の主因が眠気を生じた点にあるが、これは使用
者の労務管理と密接な関係にあることを指摘 。
法学志林
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第二・三号合併号

二三〇
（
（（0）　
さらに、報償責任や危険責任と結びつけてこれを理解する裁判例もある。京都地判平成二三年一〇月三一日労判一〇四一号四九
頁・判タ一三七三号一七三頁および大阪高判平成二四年七月二七日労判一〇六二号六三頁（エーディーディー事件） 、鳥栖簡判平成二七年四月九日判時二二九三号一一五頁・労判一七二号八七頁、東京地判平成二八年四月一九日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（（（（（
など。
（
（（0）　
もっとも、昭和五一年判決を明示的に引用せずに、労働者の責任を軽減するものもある。那覇地判平成 三年 月二一日労判八二
五号七五頁およびその控訴審である福岡高那覇支判平成一三年一二月六日労判八二五号七 頁、名古屋地判平成二一年九月九日交民集四二巻五号一一五八頁（ただし、被告が抗弁の中で援用）など。
（
（（0）　
最判昭和四五年一〇月一三日最高裁裁判集民事一〇一号六五頁。
（
（01）　
この点を細かくみる 、昭和四 年判決では、 「施設の状況」や「労働条件、勤務態度」 、さらに「加害行為の予防若しくは損失の
分散についての使用者の配慮の程度」が挙げられていない。
（
（0（）　
大阪高判平成一三年 月一 日判時一七七〇号一〇一頁・労判八二五号七九頁、名古屋地判平成二一年九月九日前掲注（
（（0） 、大
阪地判平成二三年一月三一日交民集四四巻 号一五六頁、京都地判平成二三年 二月六日交民集四四巻六号一五 〇頁、東京二四年七月一八日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（（（（（ 、仙台地判平成二四年一一月九日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（（（（（ 、神戸地判平成二五年六月二六日交
民集四六巻三号七七六頁、東京地判平成二六年一二月二日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（0（（（0 、東京地判平成二八年一〇月三一日
L
E
X
/D
B

N
o.（（（（（（（（
など。なお、東京地判平成二八年四月一九日前掲注（
（（0）は、労務提供過程とは無関係な事故に関するものである。
（
（00）　
最判昭和六〇年二月一二日交民集一八巻一号一頁。
（
（00）　
名古屋地判昭和六二年七月 七日労 五〇五号六六 （大隅鐵工所事件） 。
（
（00）　
東京地判平成二七年一 月二一日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（（（（（ 。
（
（00）　
東京地判平成一一年一二月 四日労経速一七五三号三頁（丸和證券事件） 。十分な説明を行わないで日経オプション取引を開始さ
せ、大量の取引を行わせたこと、および無断取引を行ったことにより、顧客に損害を与えた事例（約
（割に相当する六〇〇万円の求償
を認容） 。
（
（00）　
東京地判平成一三年七月 〇日労判八三 号六四頁およびこれの控訴審である東京高 平成 四年五月二三日労判八三四号五六頁
（つばさ証券事件） 。ワラント取引における説明義務および助言義務違反により顧客に損害を与えた事例。ただし、本件では、就業規則に基づいて賠償請求がなされており、労働者の賠償義務の軽減と直接的には関連しない。一審は重過失の存在を認めて、全額の求償を認容したが、控訴審は重過失を認めず、請求を棄却した。
（
（00）　
東京地判平成二八年一月一三日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（（（（（ 。先物取引の無断売買により、顧客に損害を与えた事例（全額の求償を認
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

二三一
容） 。
（
（00）　
東京地判平成一八年二月一五日判時一九三八号九三頁（全額の求償を認容） 。なお、昭和五一年判決の引用など、求償権の制限に
ついての言及はない。
（
（00）　
東京地判平成一五年一二月一二日労判八七〇号四二頁（ガリバーインターナショナル事件） 。この取引による損害の賠償について
は、五割の限度で認容。
（
（01）　
東京地判平成一七年七月一二日労判八九九号四 頁。損害額の一割（約一七二万円）の限度で認容。
（
（0（）　
東京地判平成九年 一月二七日判タ一〇一 号一六 回収不能となった 億八〇〇〇万円の売掛代金の二割五分に相当する額
の賠償を認容。
（
（00）　
福岡高判平成二〇年二月二六日労 九六 号三七頁（郵便事業（特定郵便局局長）事件。損害額 二％に相当する五〇〇〇万円
賠償を認容。
（
（00）　
東京地判平成一五年一〇月二 日 タ一 四六号二四七頁・労判八六七号四六頁（七五％の減額） 。
（
（00）　
東京地判平成一五年一二月一二日前掲注（
（00） （ガリバーインターナショナル事件） 。この信販会社との関係での損害については、
全額の賠償を認容。
（
（00）　
東京地判平成二三年一二月二七日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（0（（（ （四割の減額） 。
（
（00）　
京都地判平成二三年一〇月三 日前掲注（
（（0）および大阪高判平成二四年七月二七日前掲注（
（（0） （いずれも賠償請求を否定） 。
（
（00）　
東京地判平成二六年九月三 日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（0（（（（ （賠償請求を否定） 。
（
（00）　
東京地判平成二九年八月一六日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（（（（（ （社会福祉法人寿栄会事件） （二〇〇万円の賠償を認容。返還金のほぼ一割
に相当） 。
（
（00）　
大阪高判平成二五年二月 七日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（（（0（ （賠償の否定） 。裁判所は昭和五一年判決を引用し、この理は普通地方公共
団体とその職員との関係にも当てはまるものと解するのが相当であると判示した なお、原審である大阪地判平成二四年八月二九日L
E
X
/D
B
N
o.（（（0（（（（
は、責任軽減法理とは無関係に、過失相殺の類推適用により三割を減額して賠償を認めた。
（
（01）　
なお、東京地判昭和四五年三月 五日前掲注（
（（）は、求償権の内容は七一五条三項を請求権発生の根拠規定とする特殊な請求権
ではなく、債務不履行もしくは不法行為に基づく損害賠償請求権にほかならず、そ 意味では、 （使用者の）車両の破損による損害賠償請求権と第三者に対して債務を負担したことによる損害賠償請求権とを区別して取り扱うべき理由はないとす 。
（
（0（）　
東京地判平成二六年一二月二日前掲注（
（0（） 。同旨、東京地判平成一五年一〇月二九日前掲注（
（00） 、福岡高判平成二〇年二月二六
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
二三二
日前掲注（
（00） （郵便事業（特定郵便局局長）事件） 、東京地判平成二八年一〇月三一日前掲注（
（0（）など。
（
（00）　
東京地判平成二六年九月三〇日前掲注（
（00） 。
（
（00）　
これと異なり、軽過失・全部免責／重過失・全部負担とするものとして、京都地判昭和三八年一一月三〇日前掲注（
（10）がある。
また、軽過失全部免責／重過失一部免責とするものとして、福島地いわき支判昭和四九年七月二二日交民集七巻四号一〇八七頁がある。
（
（00）　
大阪地判昭和四六年七月三〇日前掲注（
（（1） 、東京地判平成一五年一二月一二日前掲注（
（00） （ガリバーインターナショナル事件）
（ただし、就業規則の趣旨も援用） 。なお、軽過失・全部免責／重過失・責任軽減とするものとして、名古屋地判昭和六二年七月二七日前掲注（
（00） （大隅鐵工所事件）がある。
（
（00）　
東京地判平成一七年七月一二日前掲注（
（01） 、福岡地判平成二〇年二月二六日前掲注（
（00） （郵便事業（特定郵便局局長）事件） 、
東京地判平成二七年一二月二一日前掲注（
（00） 、東京地判平成二九年八月一六日前掲注（
（00） （社会福祉法人寿栄会事件）などがある。
なお、東京地判平成一八年 一五
（00） （マグロの偽装販売） 、大阪地判平成二三年二月二四日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（（（（0 （架
空循環取引）は全額の求償を認めた。
（
（00）　
もっとも、四宮説は条文の予定しない被用者からの求償を認めても、その実益はさほど大きくなく、かえって弊害があるとして、
これを否定する。四宮和夫『事務管理・不当利益・不法行為
　
下巻』 （現代法律学全集
（0） （青林書院、一九八五年）七一二頁以下。学
説の状況については 同書のほか、田上富信「使用者責任」星野英一編『民法講座
　
第六巻
　
事務管理・不当利得・不法行為』 （有斐
閣、一九八五年）五〇八頁以下参照。
　　
なお、四宮説は、もし被用者の求償権を認めるとすれば、費用概念拡張説や「他人の利益のための活動におけるリスク責任」の考え
を取り入れて、事務処理本人へのリスク転嫁に求めることができるのではないかとする。これは後述の私見と重なるものである。
（
（00）　
鳥栖簡判平成二七年四月九日判時二二九三号一一五頁・労判一一七二号八七頁。
（
（00）　
佐賀地判平成二七年九月一一日判時二 九三号一 二頁・労判一 七二号八一頁。なお、この判示部分で 、昭和五一判決 制限
理論などは引用されていない。換言すると 報償責任 観点から負担部分を独自に認定するものである。
（
（00）　
千葉地判平成一九年一一月一二日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（0（（（
や千葉地判平成一九年一一月三〇日
L
E
X
/D
B
N
o.（（（（0（（（
が逆求償権
の原則的な否定との関連で昭和五一年判決を参照指示するのは このような趣旨だと解される。
（
（01）　
細谷説は同様に危険責任・報償責任法理を基礎としながら、さらに労基法一六条・ 六条の理念に鑑みて、経営上のリスクの帰責
原則が導かれ、また、労基法一条一項および憲法二 条の理念により、労働者の生活に与え 影響の大きさ 責任制限の要素の一つとなるとする。細谷越史『労働者の賠償責任』 （成文堂、二〇一四年）一七九頁以下。
事務処理に際して生じた損害の帰属とリスク責任（宮本）

二三三
（
（0（）　
四宮和夫・前掲注（
（（）三三頁以下、同・前掲注（
（00）七一〇頁以下、七一三頁以下。
（
（00）　
事務処理者の被害類型に限ってではあるが、一木孝之・前掲注（
（）の論文は本稿の対象とする損害賠償義務だけでなく、費用前
払義務、費用償還義務、代弁済・担保提供義務をも包括して受任者の経済的不利益等に対する委任者の責任として把握し、これが事務処理契約法理、契約法理または債務法一般原則として一般化 うるかという視点から問題を考察する。
